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中小型株は中長期的に大型株を上回るパフォーマンスが
期待できる投資対象であることを伝えたい。

代表取締役社長

インベストメント・チェーンの拡大を目指す

　当社では、中小型株は中長期的に大型株を上回る
パフォーマンスが期待できる投資対象であると捉え
ているものの、その魅力が投資家の皆様に十分浸透
していない現状を重要な課題と考えています。そこで
「中小型株の長期投資を資産形成のスタンダードア
イテムに」することをマテリアリティ（重要課題）とい
たしました。策定に当たっては、外部有識者として国
際基督教大学（ICU）の金子拓也上級准教授との議
論を経て決定しました。
　課題解決に当たっては、これまで培ってきたボトム
アップ・リサーチによる質の高いアクティブ型の投資
信託の運用に加えて、投資先にESG・SDGsの観点
から企業との建設的な対話（以下、エンゲージメント）
を行うとともに、投資家の皆様へ継続的に情報を発
信します。情報発信は既存の投資家の皆様だけでな

く、中小型株にまだ投資していない投資家の皆様に
も積極的に行うことで、当社が目指すインベストメン
ト・チェーンの拡大を実現してまいります。

事業活動を通じてSＤＧｓに貢献する企業を選別

　ボトムアップ・リサーチにおいては、SDGsの視点
を重要視しています。当社が注目しているのは、企
業の取組みがSDGsの目標達成に資するかどうかで
す。世界が抱える社会課題に対して、事業を通じて
解決することは企業の存在意義を再確認し、さらな
るイノベーション創出につながります。「社会課題の
解決」と聞くと分野が限られそうですが、SDGsは幅
広い分野で目標があり、取組む機会が多岐に広がっ
ています。社会課題をいち早く捉え、事業活動を通
じて貢献できる企業こそ、長期にわたって企業価値
の向上が期待できると考えています。

　当社は1986年10月の設立以来、長年にわたり、
日本の中小型株を中心とした資産運用を手掛けて
まいりました。昨年に引き続き、今年もスチュワード
シップ・レポートを発行し当社のスチュワードシップ
活動に関する考え方や活動内容について、ステーク
ホルダーの皆様にお伝えしたいと思います。
　政府が掲げる「資産運用立国」の実現に向けて、
資産運用会社には運用力の向上やガバナンス改善、
体制強化など様々な施策への取組みが求められて
います。貯蓄から投資への流れを加速させ、持続的
な企業価値の向上を通じて投資家の皆様の資産所得

の長期的拡大を実現するためにも、資産運用業の高
度化は待ったなしと言えます。当社においても、後
述するプロダクトガバナンスの強化や投資教育への
取組みなど、「資産運用立国」の実現に向けた施策を
推進しています。
　私たちスタッフ一人ひとりは、資産運用会社に求
められる役割の重要性を真剣に受け止め、「責任あ
る機関投資家」として、「中小型株の長期投資を資産
形成のスタンダードアイテムにして、日本社会を豊か
にする」という使命を果たしてまいります。

投資家

いちよし
アセットマネジメント

人生100年時代の
資産形成に貢献

中小型企業への
厳選投資

お客様のために株主のために

社員のために社会のために

ご資金
投資リターンの享受

中小型株投資の魅力発信・認知
企業におけるSDGsバリューの拡大

企業価値の向上を目指した
投資先との対話・エンゲージメント

有望な中小型・新興企業に
対するリサーチ

中小型株の長期投資を
資産形成の

スタンダードアイテムに

新規投資家

いちよしアセットマネジメントが目指すインベストメント・チェーンとマテリアリティ

Investment Chain & Materiality インベストメント・チェーンとマテリアリティTop Message トップメッセージ

「資産運用立国」の実現に向け、
「責任ある機関投資家」としての
使命を果たしてまいります。
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中小型株に強みを持つ
いちよしアセットマネジメントのプレゼンスを
発揮する組織づくりや人財育成を進めています。

創業以来、中小型株に
特化した戦略で成長

岸本　私は2022年の7月にいち
よしアセットマネジメント（以下、
IAM）の社外取締役に就任しまし
た。実はIAMとの付き合いは長
く、2003年ごろ私が外資系の運
用会社で営業をしていたときに、
IAMとコラボレーションして中小
型株のファンドを運用させてい
ただきました。当時は日経平均
が8,000円を割り込むような状
況で、海外の投資家はもとより、

国内の投資家の間でも海外の株
式や債券が人気でした。その中
にあってIAMは、中小型株への
長期投資による資産形成に力を
入れていました。今も続くその一
貫した取組みは、素晴らしいと
思っています。
添田　当社は1986年の設立以
来、日本の中小型株を中心とし
た資産運用を手掛けてきました。
いちよし証券グループの「いちよ
し経済研究所」と連携したボトム
アップのリサーチ力にも強みがあ
ります。少数精鋭の規模というこ

ともあり、中小型株への特化は
当社がプレゼンス（存在感）を発
揮するための戦略でもあります。
最近は中小型株のリサーチに力
を入れる運用会社も出てきました
が、創業以来取組んできた当社
には先駆者としてのアドバンテー
ジがあると自負しています。

資産運用会社として
求められる役割を果たす

岸本　IAMの商品を見ると、ESG
やSDGsに積極的に取組む企業を
ポートフォリオに組み入れるなど、

サステナブルな企業価値の向上
を促していることがわかります。
国際基督教大学（ICU）での出張
講義なども、意義のある取組み
ですね。
添田　ICUでの出張講義は金融
教育にもつながりますが、それよ
りも私たちが目指したのはインベ
ストメント・チェーンの実現と拡大
です。中小型株への投資を通じ
て優良な企業を育成し、企業の
成長によって投資家の利益に貢
献できると考えています。この好
循環によりさらに新たな投資家

を呼び込むことで貯蓄から投資
への流れを加速させたいと思っ
ています。学生の皆さんにも、社
会課題の解決や企業価値の向
上などに関心を持ってもらいたい
と考えました。どうしても大手企
業が注目されがちですが、日本
株市場の約9割は中小型株です。

規模は小さくても、特徴ある技術
やビジネスモデルを持つ将来が
楽しみな企業がたくさんあること
を知ってもらいたいのです。
岸本　2024年には新NISA（少
額投資非課税制度）もスタートし
ます。運用会社への社会の期待
も高まっています。
添田　当社は運用会社ですので、
投資家の皆様の経済的な豊かさ
を実現することが必須です。投
資家の皆様にはこれまで以上に
当社の商品を購入したいと思っ
ていただける、そして販売会社の
皆様には投資家に商品を勧めた
いと思っていただけるよう運用
管理体制を強化し、投資家、販売
会社、さらには投資先企業の皆
様からも信頼される運用会社に
なりたいと考えています。

社員一人ひとりとの
対話を大切にしたい

岸本　私は人材紹介コンサルティ
ングの仕事をしていますが、やは
り企業の価値を生み出すのは人
材であると感じています。IAMで
は人材登用に関してどのように
取組んでいますか。
添田　社員が会社に求めるもの
は働きがいと働きやすさだと思
います。運用会社は最終的に社
会貢献につながるので働きがい
につながりますが、働きやすさは
一人ひとり異なります。だからこ
そ、社員の考え方や価値観を知
るために一人ひとりと対話し、そ
れぞれのウェルビーイング（社員

の幸福）を実現することが大切で
す。岸本さんはこれまでのご経
験から、女性社員の働きやすさに
ついてどうお考えですか。
岸本　朝早く出社して働く、あま
り有休を取らないなどをパフォー
マンスの尺度としがちですが、出
産や育児などで就業時間が短く
ても、限られた時間の中で頑張り

Special Talk

岸本志津
社外取締役

Shizu Kishimoto
添田智則
代表取締役社長

Tomonori Soeda

代表取締役社長、CHRO※（最高人財責任者）

添田 智則

社外取締役

岸本 志津
きしもと しづ：新卒でモルガン・スタン
レー証券に入社、2013年BNYメロン・
アセット・マネジメント（現BNYメロン・
インベストメント・マネジメント・ジャパン）
代表取締役社長、2017年GAM証券
投資顧問代表取締役社長を務めた後、
2022年いちよしアセットマネジメント
社外取締役に就任。

そえだ とものり：1981年野村證券入社。
執行役を経て2010年朝日火災海上保
険入社。翌2011年代表取締役社長就任。
2020年いちよしアセットマネジメント
入社。副社長を経て2021年より現職。

※CHROは、Chief Human Resource 
Officerの略称です。

Special Talk 特別対談

たいと思っている女性は多いで
す。効率的に働く女性もたくさん
いますので、本質的な仕事の質
や頑張り具合を純粋に評価する
のが理想的だと思います。
添田　当社では働きやすい環境
づくりのために、若手社員や女性
社員の意見を積極的に採用して
います。社員自身が主役になっ
てほしいと願っています。
岸本　素晴らしいお考えですね。
社外取締役として、今後も大い
に期待しています。
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添田 智則

社外取締役

岸本 志津
きしもと しづ：新卒でモルガン・スタン
レー証券に入社、2013年BNYメロン・
アセット・マネジメント（現BNYメロン・
インベストメント・マネジメント・ジャパン）
代表取締役社長、2017年GAM証券
投資顧問代表取締役社長を務めた後、
2022年いちよしアセットマネジメント
社外取締役に就任。

そえだ とものり：1981年野村證券入社。
執行役を経て2010年朝日火災海上保
険入社。翌2011年代表取締役社長就任。
2020年いちよしアセットマネジメント
入社。副社長を経て2021年より現職。
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Special Talk 特別対談

たいと思っている女性は多いで
す。効率的に働く女性もたくさん
いますので、本質的な仕事の質
や頑張り具合を純粋に評価する
のが理想的だと思います。
添田　当社では働きやすい環境
づくりのために、若手社員や女性
社員の意見を積極的に採用して
います。社員自身が主役になっ
てほしいと願っています。
岸本　素晴らしいお考えですね。
社外取締役として、今後も大い
に期待しています。
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中小型株の発掘・運用で豊富な実績

　当社は中小型株の発掘・運用で長年にわたる実績
があります。ボトムアップ・リサーチにより成長企業
を発掘し、企業の中長期的な利益成長を重視した
アクティブ運用を行っているのが大きな特徴です。
　中小型株に特化している理由は、中小型株の期待
アクティブ・リターンは大型株と比べて相対的に大き
く、将来的な成長が期待できると考えているからで
す。中小型株は短期的に見ると、株価の値動きの
幅が大きい（ボラティリティが高い）傾向があります。
しかし中長期で保有することで、ボラティリティを
抑えることができます。当社の中小型株の過去の運
用実績からも、長期的に見ればTOPIXを上回るパ
フォーマンスが期待できます。
　優良な中小型株を発掘するには、投資先企業の見
極めが欠かせません。当社の日本株運用チームは、
企業調査の平均経験年数が約20年という経験豊富
なファンドマネージャーおよびアナリスト11名※に
よって構成されています。彼らが実際に企業に出向
き、経営者に直接インタビューすることで経営者とし
ての意志や能力、今後の方向性など、成長の潜在能
力を確認する徹底したボトムアップ・リサーチを行い、
成長企業を発掘します。また当社の一部のファンドに
ついては、中小型株の調査・分析において国内最大級

のリサーチ体制を持つ「いちよし経済研究所」と助言
契約を結び、中小型株の銘柄選定に役立てていま
す。こうした中小型株へのアプローチに特化した体
制づくりは、他社に類を見ないと自負しています。

ESG・SDGsに取組む企業の価値向上に貢献

　近年、企業規模に関わらずESG・SDGsへの取組
みが重要になってきました。当社では、ESGは企業評
価を毀損するリスクを低減するために当然あるべき
もの、一方のSDGsは経営戦略として収益向上につ
ながるものとして捉えています。この「守りのESG」

「攻めのSDGs」は、中小型企業においても積極的に
取組んでいくことが将来のパフォーマンスの向上に
つながると考えています。
　そうした考えのもと、当社ではエンゲージメント
推進部を設立し、中小型企業のESG・SDGｓへの取
組みに関する建設的な対話を実践しています。ファ
ンダメンタルズや業績といった定量評価主体の運用
部とは別のアプローチから企業と対話することで、
投資先企業の企業価値向上に貢献するとともに、今
後も投資家の皆様に中小型株への投資を通じた信
託財産の成長を享受していただくことを目指します。

エンゲージメントの基本姿勢

　エンゲージメント活動はスチュワードシップ責任を
果たすための重要な手段です。当部では主に非財務
情報に関するリスクや機会に関して、企業との対話
を行っています。2022年度は延べ97社に対してエ
ンゲージメントを実施しました。
　当社のエンゲージメントの基本姿勢は、社会課題
の解決を通じた中小型企業の価値創造です。企業
が設定する価値創造ストーリーに関して、経営者の
考え方や先見性、マテリアリティ特定のプロセスや
その妥当性、持続可能性などを経営者へのインタ
ビューや統合報告書の分析などを通じて検証して
います。その際には、中長期的な企業価値の向上に
重点を置きながら、企業の積極的かつ具体的な行動
を促すことを目的とした建設的な対話を行うように
しています。
　最近では、サステナビリティ経営の重要性を認識
し、SDGsへの取組みを積極的に進める中小型企業
が増えてきました。我々はエンゲージメントを通じて、
こうした企業活動をサポートしていきたいと考えてい
ます。
　持続可能な社会の実現を目指し、同時にリターン
を追求することが運用会社の社会的責務であると考
えています。

先人の教えにもあるSDGsの考え方

　日本では古くから近江商人の経営哲学の一つとし
て知られている「三方よし」という考え方があります。

「商いにおいては、売り手と買い手が満足するだけで
はなく、社会にも貢献できてこそ良い商売と言える」
という考え方です。また、日本の近代資本主義の父
とも呼ばれる渋沢栄一は、その著書『論語と算盤』の
中で、「真正の利殖は仁義道徳に基づかなければ、
決して永続するものではない」と記しており、儲け主
義に走って利益ばかり追求しても、仁義に基づかな
ければやがては衰退してしまうと戒めています。これ
らは事業の持続的成長を目指したSDGsの考え方と
一致します。我々はエンゲージメント活動を通じて、
こうした先人の教えを現在にも活かしていかなけれ
ばならないと考えています。当社のエンゲージメント
活動が、中小型企業にとって企業価値を高めるため
のカタリスト（触媒）となることを願っています。

持続可能な社会の実現を目指し、
同時にリターンを追求することが
運用会社の社会的責務です。

Investment Management Structure 

充実した中小型株の運用体制により、
中長期で成長が期待できる銘柄を
ボトムアップ・リサーチにより発掘します。

エンゲージメント推進部長
ESGアナリスト

富所 斉

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
推
進
部
の

取
組
み

運用体制

とみどころ ひとし：1989年朝日投信（現 アセット
マネジメントOne）に入社、調査部アナリスト。JP
モルガン、BNYメロンなど外資系運用会社を経
て、2017年いちよしアセットマネジメント入社。

取締役、CIO※（最高投資責任者）

秋野 充成
あきの みつしげ：1985年第百生命入社。有価証券部
にて企業調査および国内外の株式運用を担当。2000
年いちよし投資顧問（現 いちよしアセットマネジメント）
入社。運用部長、執行役員を経て2020年より現職。

エンゲージメント活動の実績 (2022年度)

542社

運
用
体
制

※取締役を含む、運用部とエンゲージメント推進部のファンドマネージャー
およびアナリストの合計人数。2023年9月末現在。

※CIOは、Chief Investment Officerの略称です。

Engagement Promotion Department エンゲージメント推進部の取組み

スクリーニング数

189社

カバレッジ数

97社

エンゲージメント数
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企業が中長期的にどのように成長したいのか、
課題を共有し働き掛けを積極的に行っています。

エンゲージメント事例のご紹介

エンゲージメント推進部

田中 渓一郎

エンゲージメント推進部
ESGアナリスト

高橋 佑輔

SDGsへの取組みを投資家に向け広く発信

　当社では、販売会社や投資家の皆様
への情報提供を目的として「いちよし
SDGs通信」というニュースレターを定
期的に発行しています。SDGs関連の
最新ニュースや市場への影響などの解
説のほか、SDGsで注目される企業の紹
介を行っています。中小型企業には、独
自のビジネスモデルや技術力を活用し
SDGs達成に大きく貢献できる銘柄が
多く存在する一方、その知名度の低さか
ら市場の関心がおよんでいないケース

があります。中小型企業におけるSDGs
への取組みについて、今後も積極的に
情報発信していくことが重要であると考
えています。

対話を通じて、課題の優先順位を一緒に考える

　エンゲージメント推進部は、企業の非
財務情報に注目して対話を行います。な
ぜなら、投資先企業の成長性を長期で
予想しようとするほど、非財務情報の重
要性が高まるからです。しかし当社が投
資対象とする中小型企業の中には、高
い業績成長のポテンシャルを持ちなが
ら、人手・情報不足から非財務情報の開
示が不十分な企業が珍しくありません。
非財務情報に関して議論することで当
社の業績予想の精度を高め、企業が長
期的な事業機会・リスクを把握するサ
ポートをします。IR担当者に加えて広報・
サステナビリティ担当者とも面談し、一
緒に課題の優先順位を議論することも

あります。対話では「ISS ESG※1」やサス
テナブル・ラボ社の 「TERRAST※2」ツー
ルによる分析結果を活用してサステナビ
リティ対応を促すなど、エビデンスの提
示を心掛けています。

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
推
進
部
の

取
組
み

※1 気候変動が投資ポートフォリオに与える影響
を分析するツール。

※2 AIとビッグデータを活用し、企業のESG・ 
SDGs貢献度を可視化した国内最大級の
非財務データプラットフォーム。

＊「いちよしSDGｓ通信」はファンドの投資対象をご理解
いただくための企業例や情報提供を目的としたもの
であり、個別銘柄を推奨するものではありません。

いちよし中小型成長株ファンド（愛称：あすなろ）

SDGsサミットとは4年に一度、国連で開催され、各国の首

脳や国際機関のリーダーがSDGsの進捗状況や課題、取り組

みを報告し、達成に向けたアクションについて議論するもの

です。今回のSDGsサミットは、目標が採択された2015年

から数えてターゲット年である2030年の達成期限の中間

点に当たります。残念ながら、SDGの進捗は芳しくありませ

ん。SDGsサミットの開催に先んじて7月に発表された

SDGs進捗レポートによれば、評価可能な約140のターゲッ

トのうち、半数が望ましい軌道から中程度または著しく逸脱

しており、これらのターゲットの30％以上が、2015年から

全く進展していないか、むしろ後退しているとし、強い危機感

を示しました。

※ 当ファンドのお申し込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身で
ご判断下さい。

※ 当資料はいちよしアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。また、上記は当レポート発行日時点における「いちよしSDGs中小型株
ファンド」の運用チームの見解であり、現在の見解とは異なることがあります。

販売用資料

2023年10月2日

いちよしSDGs通信 VOl.45 『SDGsの進捗とグローバルサウス』
9月18、19日の2日間にわたり、4年ぶりの「SDGsサミット（首脳級の持続可能な開発に関するハイレベル政治フォーラム）」

がニューヨークにある国連本部で行われました。 今回は、SDGs達成に向けた進捗状況と、国際動向からみるSDGsの今後

についてご紹介します。

背景にあるのは、コロナ禍、ロシア・ウクライナ戦争と激動する世界情勢の変化において、グローバルな連携以

上に、国益や国家間の同盟関係の形成がより重視されるようになったことが考えられます。その結果、南半球を

中心とした新興国や途上国の総称である「グローバル・サウス」は、貧困、異常気象、食料やエネルギー価格の高

騰に苦しんでいます。

今、グローバル・サウスに属する多くの国が欧米主導の国際秩序に置き去りにされていると感じ、結束を模索

しています。例えばBRICSでは、2024年にアルゼンチンやサウジアラビアなど６カ国の加盟を合意（通称：

BRICS＋）しました。世界のGDPに占める割合は先進国で構成するG7を上回ることが想定され、国際的な発

言力が高まるとみられます。

ロシアによるウクライナ侵攻を巡って世界が分断されるなか、日本をはじめとする先進国は国際秩序の維持に

向けてグローバル・サウスとの連携を深める重要性が増しています。SDGs進捗レポートによれば、現在から

2030年までの間に、年間5,000億ドルのSDGs刺激策が必要だとしています。日本は、エネルギー、食料安全

保障、気候変動といった地球規模の課題への対応を主導し、グローバル・サウスと呼ばれる国々への支援を行う

必要に迫られています。こうした背景から、今後SDGs達成へ向けた取り組みは大きく進捗が改善する可能性が

期待されます。

■SDGsの達成は危機的な状況

▲SDGsサミット2023に出席する岸田総理
（外務省HPより引用）

いちよし中小型成長株ファンド（愛称：あすなろ）

※ 上記はファンドの投資対象をご理解頂くための例示を目的としたものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。また、ファンドへの組入れを保
証するものではありません。

※ お申し込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身でご判断下さい。
※ 当資料はいちよしアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。また、上記は当レポート発行日時点における「いちよしSDGs中小型株
ファンド」の運用チームの見解であり、現在の見解とは異なることがあります。

販売用資料

2023年9月1日

いちよしSDGs通信 Vol.44 『SDGsで注目される企業のご紹介』

サムコ（東証プライム6387)

～半導体製造装置メーカー。高速動作・低消費電力の「化合物半導体」に特化して装置を供給～

今回はサムコです。高速動作・低消費電力の「化合物半導体」に特化している半導体製造装置

メーカーです。化合物半導体の普及に役立つ製造装置の供給を通じて環境貢献を目指します。

■SDGsにおける課題

半導体は材料の面から、主にシリコンを材料とする「単体半導

体」と2種類以上の元素を材料とする「化合物半導体」に大別さ

れます。化合物半導体は単体半導体と比べて、それを用いて製

造される機器の動作速度が速い、消費電力が少ないなどの長

所を有していますが、構成元素が複数であることなどに起因す

る加工難度の高さなどが普及の阻害要因となっています。

■サムコが提供するソリューション

半導体製造装置業界には、単体半導体向けの装置を供給

する企業は多く存在しますが、化合物半導体向けの装置

を供給する企業は限定的です。化合物半導体は加工難度

が高いため市場規模が小さく、装置の市場規模も同様で

あるためです。サムコ(Semiconductor And 

Materialｓ Companyの短縮形)は1979年に半導体

製造装置の開発、製造、販売を目的に設立されました。当

初は単体、化合物のいずれの半導体向けにも装置を供給

していましたが、化合物半導体の将来性に着目、1990年

代央以降は化合物半導体向けに特化して事業を展開して

きました。主に研究開発用途に累計4,300台超を納入し

てきましたが、近年は生産用途への供給を強化、現在で

は納入台数の50%を超えています。高速動作、低消費電

力の化合物半導体向け装置の供給によって、スマートフォ

ンを始めとする電子機器のユーザーの利便性向上と省エ

ネに貢献していると考えられます。

「化合物半導体」は速度・消費電力に優れるが加工難

(写真出所)サムコの提供

【関連する主なSDGs】

【22年10月販売開始の新製品「AD-800LP」】

(注)「AD-800LP」は研究開発用の装置で、従来の熱による成膜だけ
でなく、プラズマ(気体を構成する分子が電離し陽イオンと電子に
分かれて運動している状態)生成機構を追加することで様々な条
件での多様な成膜が可能となり、多目的に使えることが特長

企業が持つ課題に対してどのような議論を行ってきたのか、
当社がこれまでに実施した企業との対話の事例をいくつかご紹介します。

業種

CASE 1
非鉄
A社

CASE 2
不動産
B社

CASE 3
化学
C社

CASE 4
サービス

D社

CASE 5
サービス

E社

対話の結果対話の内容

構造改革を推進する
企業と、資本効率向
上施策について議論
を行いました。

■ 次期中期経営計画において、ROIC（投下資本
利益率）の実績値および目標値を公表するよう
依頼しました。

■ 同社の社内報を通じた従業員へのROIC浸透
施策が優れた対応であると判断し、その施策
について広く投資家に情報提供するべきで
あると伝えました。

中期経営計画において
ROIC実績値および目標
値の公表が行われると
ともに、ROIC浸透施策に
ついても各種投資家向け
資料において情報提供さ
れることとなりました。

ダイバーシティを推進
する企業と、女性従
業員比率の向上施策
について議論を行い
ました。

ESGなどで注目される企
業の非財務情報と企業
価値の関係性を明らか
にするためのサポートを
続けていく方針です。

環境配慮型の製品を
開発・販売する企業
と、サステナビリティ
に関する議論を行い
ました。

■ 同社製品が環境に与えるポジティブインパクト
について、投資家とのコミュニケーションや情
報開示に課題を感じているようでした。ポジ
ティブインパクトに寄与する製品カテゴリを定
義付けること、およびその売上高割合の推移
を作成し、投資家とのコミュニケーションを
図ってはどうかと提案を行いました。

情報開示のあり方につ
いて今後も議論を続け、
広く世の中に同社のポジ
ティブインパクトが適切
に認識されるようサポー
トしていく方針です。

成長著しい新興企業
と、創業初期から同
社を支える社外取締
役に関する議論を行
いました。

今後もガバナンス体制の
あり方について議論を続
け、適切な経営体制が継
続されるようサポートし
ていく方針です。

企業価値向上に向け
た取組みを進める企
業と、中期経営計画
の進捗やガバナンス
の高度化へ向けた改
善状況を中心に対話
を行いました。

■ 直近公表された、シンガポールの新工場建設
についての投資概要、目的などの確認を行い
ました。その上で、同案件が自社の成長、企
業価値向上にどのような影響を与えるかにつ
いて議論を行ったところ、同案件がアジアで
の中期的な業容拡大へ向けて不可欠であり、
今後の企業価値向上に寄与していくとの認識
にいたりました。

同社と認識の共有を図
り、建設的な対話を通じ
て同社の持続的成長に
資するよう努めていく方
針です。

対話に当たっての課題

Engagement Promotion Department エンゲージメント推進部の取組み Case Studies of ESG/SDGs Engagement 事例紹介

■ 女性従業員比率および女性管理職比率につ
いて定量的な目標を定めて女性の採用・登用
を推進している点を評価しました。

■ 高いダイバーシティの実現により、多様な視点
をもって物件の設計案の提示ができ、それが
同社住宅の魅力創出につながっているのでは
ないかとの仮説を提示しました。

■ 長期にわたって就任している社外取締役は、
多大な貢献をしてきた一方、「社外」取締役と
しての牽制機能が弱まる可能性が考えられま
した。そこで、社外取締役の年次によるダイ
バーシティを考慮した取締役会の実現を検討
いただきたいこと、一定の任期を超えた社外
取締役の再任については、貢献内容を広く
投資家に伝える必要があることを伝えました。
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企業が中長期的にどのように成長したいのか、
課題を共有し働き掛けを積極的に行っています。

エンゲージメント事例のご紹介

エンゲージメント推進部

田中 渓一郎

エンゲージメント推進部
ESGアナリスト

高橋 佑輔

SDGsへの取組みを投資家に向け広く発信

　当社では、販売会社や投資家の皆様
への情報提供を目的として「いちよし
SDGs通信」というニュースレターを定
期的に発行しています。SDGs関連の
最新ニュースや市場への影響などの解
説のほか、SDGsで注目される企業の紹
介を行っています。中小型企業には、独
自のビジネスモデルや技術力を活用し
SDGs達成に大きく貢献できる銘柄が
多く存在する一方、その知名度の低さか
ら市場の関心がおよんでいないケース

があります。中小型企業におけるSDGs
への取組みについて、今後も積極的に
情報発信していくことが重要であると考
えています。

対話を通じて、課題の優先順位を一緒に考える

　エンゲージメント推進部は、企業の非
財務情報に注目して対話を行います。な
ぜなら、投資先企業の成長性を長期で
予想しようとするほど、非財務情報の重
要性が高まるからです。しかし当社が投
資対象とする中小型企業の中には、高
い業績成長のポテンシャルを持ちなが
ら、人手・情報不足から非財務情報の開
示が不十分な企業が珍しくありません。
非財務情報に関して議論することで当
社の業績予想の精度を高め、企業が長
期的な事業機会・リスクを把握するサ
ポートをします。IR担当者に加えて広報・
サステナビリティ担当者とも面談し、一
緒に課題の優先順位を議論することも

あります。対話では「ISS ESG※1」やサス
テナブル・ラボ社の 「TERRAST※2」ツー
ルによる分析結果を活用してサステナビ
リティ対応を促すなど、エビデンスの提
示を心掛けています。

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
推
進
部
の

取
組
み

※1 気候変動が投資ポートフォリオに与える影響
を分析するツール。

※2 AIとビッグデータを活用し、企業のESG・ 
SDGs貢献度を可視化した国内最大級の
非財務データプラットフォーム。

＊「いちよしSDGｓ通信」はファンドの投資対象をご理解
いただくための企業例や情報提供を目的としたもの
であり、個別銘柄を推奨するものではありません。

いちよし中小型成長株ファンド（愛称：あすなろ）

SDGsサミットとは4年に一度、国連で開催され、各国の首

脳や国際機関のリーダーがSDGsの進捗状況や課題、取り組

みを報告し、達成に向けたアクションについて議論するもの

です。今回のSDGsサミットは、目標が採択された2015年

から数えてターゲット年である2030年の達成期限の中間

点に当たります。残念ながら、SDGの進捗は芳しくありませ

ん。SDGsサミットの開催に先んじて7月に発表された

SDGs進捗レポートによれば、評価可能な約140のターゲッ

トのうち、半数が望ましい軌道から中程度または著しく逸脱

しており、これらのターゲットの30％以上が、2015年から

全く進展していないか、むしろ後退しているとし、強い危機感

を示しました。

※ 当ファンドのお申し込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身で
ご判断下さい。

※ 当資料はいちよしアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。また、上記は当レポート発行日時点における「いちよしSDGs中小型株
ファンド」の運用チームの見解であり、現在の見解とは異なることがあります。

販売用資料

2023年10月2日

いちよしSDGs通信 VOl.45 『SDGsの進捗とグローバルサウス』
9月18、19日の2日間にわたり、4年ぶりの「SDGsサミット（首脳級の持続可能な開発に関するハイレベル政治フォーラム）」

がニューヨークにある国連本部で行われました。 今回は、SDGs達成に向けた進捗状況と、国際動向からみるSDGsの今後

についてご紹介します。

背景にあるのは、コロナ禍、ロシア・ウクライナ戦争と激動する世界情勢の変化において、グローバルな連携以

上に、国益や国家間の同盟関係の形成がより重視されるようになったことが考えられます。その結果、南半球を

中心とした新興国や途上国の総称である「グローバル・サウス」は、貧困、異常気象、食料やエネルギー価格の高

騰に苦しんでいます。

今、グローバル・サウスに属する多くの国が欧米主導の国際秩序に置き去りにされていると感じ、結束を模索

しています。例えばBRICSでは、2024年にアルゼンチンやサウジアラビアなど６カ国の加盟を合意（通称：

BRICS＋）しました。世界のGDPに占める割合は先進国で構成するG7を上回ることが想定され、国際的な発

言力が高まるとみられます。

ロシアによるウクライナ侵攻を巡って世界が分断されるなか、日本をはじめとする先進国は国際秩序の維持に

向けてグローバル・サウスとの連携を深める重要性が増しています。SDGs進捗レポートによれば、現在から

2030年までの間に、年間5,000億ドルのSDGs刺激策が必要だとしています。日本は、エネルギー、食料安全

保障、気候変動といった地球規模の課題への対応を主導し、グローバル・サウスと呼ばれる国々への支援を行う

必要に迫られています。こうした背景から、今後SDGs達成へ向けた取り組みは大きく進捗が改善する可能性が

期待されます。

■SDGsの達成は危機的な状況

▲SDGsサミット2023に出席する岸田総理
（外務省HPより引用）

いちよし中小型成長株ファンド（愛称：あすなろ）

※ 上記はファンドの投資対象をご理解頂くための例示を目的としたものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。また、ファンドへの組入れを保
証するものではありません。

※ お申し込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身でご判断下さい。
※ 当資料はいちよしアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。また、上記は当レポート発行日時点における「いちよしSDGs中小型株
ファンド」の運用チームの見解であり、現在の見解とは異なることがあります。

販売用資料

2023年9月1日

いちよしSDGs通信 Vol.44 『SDGsで注目される企業のご紹介』

サムコ（東証プライム6387)

～半導体製造装置メーカー。高速動作・低消費電力の「化合物半導体」に特化して装置を供給～

今回はサムコです。高速動作・低消費電力の「化合物半導体」に特化している半導体製造装置

メーカーです。化合物半導体の普及に役立つ製造装置の供給を通じて環境貢献を目指します。

■SDGsにおける課題

半導体は材料の面から、主にシリコンを材料とする「単体半導

体」と2種類以上の元素を材料とする「化合物半導体」に大別さ

れます。化合物半導体は単体半導体と比べて、それを用いて製

造される機器の動作速度が速い、消費電力が少ないなどの長

所を有していますが、構成元素が複数であることなどに起因す

る加工難度の高さなどが普及の阻害要因となっています。

■サムコが提供するソリューション

半導体製造装置業界には、単体半導体向けの装置を供給

する企業は多く存在しますが、化合物半導体向けの装置

を供給する企業は限定的です。化合物半導体は加工難度

が高いため市場規模が小さく、装置の市場規模も同様で

あるためです。サムコ(Semiconductor And 

Materialｓ Companyの短縮形)は1979年に半導体

製造装置の開発、製造、販売を目的に設立されました。当

初は単体、化合物のいずれの半導体向けにも装置を供給

していましたが、化合物半導体の将来性に着目、1990年

代央以降は化合物半導体向けに特化して事業を展開して

きました。主に研究開発用途に累計4,300台超を納入し

てきましたが、近年は生産用途への供給を強化、現在で

は納入台数の50%を超えています。高速動作、低消費電

力の化合物半導体向け装置の供給によって、スマートフォ

ンを始めとする電子機器のユーザーの利便性向上と省エ

ネに貢献していると考えられます。

「化合物半導体」は速度・消費電力に優れるが加工難

(写真出所)サムコの提供

【関連する主なSDGs】

【22年10月販売開始の新製品「AD-800LP」】

(注)「AD-800LP」は研究開発用の装置で、従来の熱による成膜だけ
でなく、プラズマ(気体を構成する分子が電離し陽イオンと電子に
分かれて運動している状態)生成機構を追加することで様々な条
件での多様な成膜が可能となり、多目的に使えることが特長

企業が持つ課題に対してどのような議論を行ってきたのか、
当社がこれまでに実施した企業との対話の事例をいくつかご紹介します。

業種

CASE 1
非鉄
A社

CASE 2
不動産
B社

CASE 3
化学
C社

CASE 4
サービス

D社

CASE 5
サービス

E社

対話の結果対話の内容

構造改革を推進する
企業と、資本効率向
上施策について議論
を行いました。

■ 次期中期経営計画において、ROIC（投下資本
利益率）の実績値および目標値を公表するよう
依頼しました。

■ 同社の社内報を通じた従業員へのROIC浸透
施策が優れた対応であると判断し、その施策
について広く投資家に情報提供するべきで
あると伝えました。

中期経営計画において
ROIC実績値および目標
値の公表が行われると
ともに、ROIC浸透施策に
ついても各種投資家向け
資料において情報提供さ
れることとなりました。

ダイバーシティを推進
する企業と、女性従
業員比率の向上施策
について議論を行い
ました。

ESGなどで注目される企
業の非財務情報と企業
価値の関係性を明らか
にするためのサポートを
続けていく方針です。

環境配慮型の製品を
開発・販売する企業
と、サステナビリティ
に関する議論を行い
ました。

■ 同社製品が環境に与えるポジティブインパクト
について、投資家とのコミュニケーションや情
報開示に課題を感じているようでした。ポジ
ティブインパクトに寄与する製品カテゴリを定
義付けること、およびその売上高割合の推移
を作成し、投資家とのコミュニケーションを
図ってはどうかと提案を行いました。

情報開示のあり方につ
いて今後も議論を続け、
広く世の中に同社のポジ
ティブインパクトが適切
に認識されるようサポー
トしていく方針です。

成長著しい新興企業
と、創業初期から同
社を支える社外取締
役に関する議論を行
いました。

今後もガバナンス体制の
あり方について議論を続
け、適切な経営体制が継
続されるようサポートし
ていく方針です。

企業価値向上に向け
た取組みを進める企
業と、中期経営計画
の進捗やガバナンス
の高度化へ向けた改
善状況を中心に対話
を行いました。

■ 直近公表された、シンガポールの新工場建設
についての投資概要、目的などの確認を行い
ました。その上で、同案件が自社の成長、企
業価値向上にどのような影響を与えるかにつ
いて議論を行ったところ、同案件がアジアで
の中期的な業容拡大へ向けて不可欠であり、
今後の企業価値向上に寄与していくとの認識
にいたりました。

同社と認識の共有を図
り、建設的な対話を通じ
て同社の持続的成長に
資するよう努めていく方
針です。

対話に当たっての課題

Engagement Promotion Department エンゲージメント推進部の取組み Case Studies of ESG/SDGs Engagement 事例紹介

■ 女性従業員比率および女性管理職比率につ
いて定量的な目標を定めて女性の採用・登用
を推進している点を評価しました。

■ 高いダイバーシティの実現により、多様な視点
をもって物件の設計案の提示ができ、それが
同社住宅の魅力創出につながっているのでは
ないかとの仮説を提示しました。

■ 長期にわたって就任している社外取締役は、
多大な貢献をしてきた一方、「社外」取締役と
しての牽制機能が弱まる可能性が考えられま
した。そこで、社外取締役の年次によるダイ
バーシティを考慮した取締役会の実現を検討
いただきたいこと、一定の任期を超えた社外
取締役の再任については、貢献内容を広く
投資家に伝える必要があることを伝えました。
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　「商品組成・提供・管理（プロダクトガバナンス）」
において求められる顧客利益最優先の業務運営と
運用力の強化を図るため、2022年10月にパフォー
マンス評価委員会を設置しました。各ファンドの運
用成果の分析・評価・対応を通じ、投資戦略が当初
に目的とした運用が実践できているかの検証、将
来への課題の発見に伴う対応を協議・検討すること
を目的としたものです。委員は全役員、運用部長、
運用企画部長およびマーケティング部長とし、外資
系運用会社にて経営トップを務めた社外取締役の
岸本志津氏も参加して右記の項目について議論し
ています。

パフォーマンスの測定基準と方法の検討

金融庁では毎年、資産運用高度化プログレスレポートを発行し、我が国の資産運用業の現状と
課題を整理し、期待される方向性を提示しています。当社では、提示された各課題について、改善
とさらなる高度化に向けて、次のような取組みを進めています。

ガバナンス

TCFD Disclosures TCFD開示項目 For Investors 投資家の皆様のために

お客様本位の業務運営に向けた活動のご紹介
当社は、気候変動問題は企業価値に大きく影響する最も重要なESG課題の一つと位置付け、この
課題への取組みの一環として、2023年7月にはTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言
への賛同を表明しました。当社は資産運用会社として、温室効果ガス（GHG）削減に向けた投資先
企業のイノベーションやトランジションを後押しし、サステナブルな社会の実現に貢献してまいります。

TCFDに対する当社の取組み

当社では、社長・運用部門担当役員が出席する
投資政策委員会において資産ごとの投資方針
の決定を行い、その議事内容について取締役
会・経営会議に報告します。今後、議論の対象と
なるサステナビリティ関連項目数は拡大すること
が予想されるため、サステナビリティに特化した
会議体の創設について検討してまいります。

パフォーマンス評価委員会での議論内容

印刷物への取組み

戦略

財務情報のほか、ESG課題に関する取組みなど
非財務情報を調査・分析し、投資先企業の選定
を行います。企業における気候関連の移行・物
理的リスク、機会項目の開示や取組みが十分で
はないと判断される銘柄は除外します。中小型・
新興企業はプライム市場上場企業と異なり、
TCFDを含むサステナビリティに関する開示に
十分に対応できていないケースもあるため、エン
ゲージメントによって投資先企業の気候リスクお
よび機会の理解をサポート・改善を促します。

指標と目標

当社は、サステナビリティにおいてGHG排出量
関連指標（GHG総排出量、カーボンフットプリ
ント、加重平均炭素強度）の算出およびベンチ
マーク（TOPIX Small）との比較、シナリオ分析
などを行っています。今後、指標の対外的開示
や他の運用戦略への分析対象の拡大について
検討してまいります。

リスク管理

ポートフォリオのリスク管理においては、投資先
企業のGHG排出量や時系列予測を定期的に
モニタリングし、必要に応じて企業との対話に
活用します。またTCFDコンソーシアムにも参
画し、事業会社における状況や同業他社の取
組みを把握して、エンゲージメントのスキル向上
に努めています。当社では、運用部門に限らず
全社員が気候関連に関する理解を深めること
が重要との考えから、今後社員を対象とした
TCFD研修の実施を予定しています。

マーケティング部

片山 さゆり

プロダクトガバナンスの強化 1

　当社における運用体制の実態が機関投資家の皆様
のみならず、個人投資家の皆様にも理解されるよう

運用体制の透明性確保2

1

顧客利益最優先の実効性あるプロダクト
ガバナンス体制の確立 

① 運用状況のモニタリング
② 適正なコスト水準の設定と検証

2

顧客利益最優先の商品組成と償還等の検討
3

その他商品組成・提供・管理（プロダクト
ガバナンス）に関する事項

4

販売用資料

2023年7月

いちよしSDGs中小型株ファンド<追加型投信/国内/株式>

SDGsディスクロージャー・レポート

●設定・運用は

商 号 等 ： いちよしアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第426号

加 入 協 会 ： 一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会

日本株市場の時価総額規模別の銘柄数分布

日本の上場企業の約9割を占める3,000社以上の中小型企業の中から、
地道な調査活動によりSDGs銘柄を発掘します。

当ファンドの運用体制

この資料の最終ページにお客様にご確認いただきたいご留意事項を記載しております。必ずご確認ください。
5

※ 2023年6月末現在
※ 左図の分類は一般的な中小型株の考え方について説明する

ためのものです。
当社のファンドが実際に投資する銘柄群には、一部左図
「中型株・小型株」の分類から外れるものもあります。

(出所)Bloombergデータより、いちよしアセットマネジメント作成。

いちよしアセットマネジメントとESG/SDGs

当ファンドの主な投資対象

※ 中小型企業のリサーチに強みを持ついちよし経済研究所の非財務情報に関する評価も踏まえ銘柄を選定します。

運用部
（ファンドマネジャー）

エンゲージメント
推進部

投資先企業

建設的な対話
（定量評価主体）

サステナブル投資に係る
情報収集・分析結果の提供

建設的な対話
（定性評価主体）

エンゲージメント推進部

ESGアナリスト

高橋 佑輔（たかはし ゆうすけ）

国内証券会社を経て2018年いちよしアセット
マネジメント入社。運用部にて企業調査および運
用業務に従事した後、2019年10月よりエン
ゲージメント推進部へ異動。現職に至る。ESG・
SDGs調査業務を担当。

運用部運用課

シニアファンドマネジャー

大川 恒（おおかわ ひさし）

国内証券会社を経て2014年いちよしアセット
マネジメント入社。運用企画部にて商品企画業
務に従事した後、2016年4月に運用部へ異動。
同年8月より運用業務を担う。国内中小型株ファ
ンドの運用を担当。

大型株
（時価総額3,000億円以上）

10.0%（392銘柄）

中型株
（時価総額1,000～3,000億円）

9.9％（388銘柄）

小型株
（時価総額1,000億円未満）

80.1%（3,141銘柄）

愛称

あすなろ
発行日：202３年8月1日

1

※ 当資料はいちよしアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。当ファンドのお申し込みにあたっては、販売会社より
投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身でご判断下さい。

※ 当資料は作成時点の情報であり、将来の運用成果等を保証するものではなく、変更となる場合もあります。

有望な中小型銘柄の発掘と投資ユニバースの充実などを目的に、
担当ファンドマネージャーを１名から2名体制に変更します。

強化ポイント① 「ファンドマネージャー２名体制へ」

日頃は、「いちよし中小型成長株ファンド（愛称 あすなろ）」をご愛顧賜り、誠にありがとうございます。

当ファンドは、2016年6月の設定来一貫して、中小型成長株の発掘で高い実績を持つ「いちよし経済研

究所」のリサーチ力を活用しながら、ボトムアップ・リサーチにより最適なポートフォリオの構築に努め、信

託財産の中長期的な成長を目指して積極的な運用を行って参りました。

この度、運用体制を更に強化するため、経験豊富なファンドマネージャーの配置と投資銘柄の拡充を実

施することといたしました。以下、強化ポイントについてご説明いたします。

「あすなろ」の新しい運用体制について

※なお、今回の「運用体制の強化」は、当ファンドの従来の「運用の基本方針」を変更するものではありません。

ポイント①

➤新体制では経験豊富なファンドマネージャー1名を増員し、様々な市場環境

の変化に柔軟に対応しつつ、当ファンドのパフォーマンス向上に取り組みます。

販売用資料 愛称

あすなろ
発行日：202３年8月1日

2

※ 当資料はいちよしアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。当ファンドのお申し込みにあたっては、販売会社より
投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身でご判断下さい。

※ 当資料は作成時点の情報であり、将来の運用成果等を保証するものではなく、変更となる場合もあります。

いちよし経済研究所からの助言銘柄を重視しつつ、
投資環境の変化や流動性リスクへの対応等を、より柔軟に行うために

いちよしアセットマネジメントの投資ユニバース拡充を図ります。

強化ポイント② 「投資銘柄の拡充」

ポイント②

ファンドマネージャー

三上 健平（当ファンド設定時より運用を担当）

ファンドマネージャー

葛原 健吾（新たに当ファンドの運用を担当）

ファンドマネージャーのご紹介

※なお、今回の「運用体制の強化」は、当ファンドの従来の「運用の基本方針」を変更するものではありません。

国内生命保険会社にてファン
ドマネージャーを務めた後、
2000年８月「いちよし投資
顧問（現いちよしアセットマネ
ジメント）」に入社。
現在、運用部長として日本の
中小型株式の調査・運用に携
わる。運用経験年数が約27
年に上る経験豊富なファンド
マネージャー。

国内運用会社にてファンドマ
ネージャーを務めた後、
2022年6月「いちよしアセッ
トマネジメント」に入社。現在、
運用部シニアファンドマネー
ジャーとして日本の中小型株
式の調査・運用に携わる。運
用経験年数は約15年。前職
では数々のアワードを受賞す
るなど高い運用実績を持つ。

販売用資料

＊「SDGｓディスクロージャー・レポート」はファンドの商品
性や運用プロセス、運用体制を投資家の皆様にご紹介
するものです。

＊「いちよし中小型成長株ファンド（愛称：あすなろ）」は国
内の中小型株に投資する当社の主力商品の一つです。
2023年8月に運用体制を強化した際には、その詳細を
記載した臨時レポートを発行しました。

この印刷物は、適切に管理されたFSC®（Forest Stewardship Council®：森林管理
協議会）認証林、再生資源およびその他の管理された供給源からの原材料で作られ
ています。また大豆やヤシなど再生産可能な植物由来の油を原料とする「ベジタブル
インキ」の使用など、環境負荷低減に向けた取組みを行っています。テキストは、
視認性と可読性に優れた「ユニバーサルデザイン（UD）フォント」を採用しています。

「顔の見える」運用や運用戦略に関する情報の充実
を図るなど、自主的な情報開示を進めています。
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　「商品組成・提供・管理（プロダクトガバナンス）」
において求められる顧客利益最優先の業務運営と
運用力の強化を図るため、2022年10月にパフォー
マンス評価委員会を設置しました。各ファンドの運
用成果の分析・評価・対応を通じ、投資戦略が当初
に目的とした運用が実践できているかの検証、将
来への課題の発見に伴う対応を協議・検討すること
を目的としたものです。委員は全役員、運用部長、
運用企画部長およびマーケティング部長とし、外資
系運用会社にて経営トップを務めた社外取締役の
岸本志津氏も参加して右記の項目について議論し
ています。

パフォーマンスの測定基準と方法の検討

金融庁では毎年、資産運用高度化プログレスレポートを発行し、我が国の資産運用業の現状と
課題を整理し、期待される方向性を提示しています。当社では、提示された各課題について、改善
とさらなる高度化に向けて、次のような取組みを進めています。

ガバナンス

TCFD Disclosures TCFD開示項目 For Investors 投資家の皆様のために

お客様本位の業務運営に向けた活動のご紹介
当社は、気候変動問題は企業価値に大きく影響する最も重要なESG課題の一つと位置付け、この
課題への取組みの一環として、2023年7月にはTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言
への賛同を表明しました。当社は資産運用会社として、温室効果ガス（GHG）削減に向けた投資先
企業のイノベーションやトランジションを後押しし、サステナブルな社会の実現に貢献してまいります。

TCFDに対する当社の取組み

当社では、社長・運用部門担当役員が出席する
投資政策委員会において資産ごとの投資方針
の決定を行い、その議事内容について取締役
会・経営会議に報告します。今後、議論の対象と
なるサステナビリティ関連項目数は拡大すること
が予想されるため、サステナビリティに特化した
会議体の創設について検討してまいります。

パフォーマンス評価委員会での議論内容

印刷物への取組み

戦略

財務情報のほか、ESG課題に関する取組みなど
非財務情報を調査・分析し、投資先企業の選定
を行います。企業における気候関連の移行・物
理的リスク、機会項目の開示や取組みが十分で
はないと判断される銘柄は除外します。中小型・
新興企業はプライム市場上場企業と異なり、
TCFDを含むサステナビリティに関する開示に
十分に対応できていないケースもあるため、エン
ゲージメントによって投資先企業の気候リスクお
よび機会の理解をサポート・改善を促します。

指標と目標

当社は、サステナビリティにおいてGHG排出量
関連指標（GHG総排出量、カーボンフットプリ
ント、加重平均炭素強度）の算出およびベンチ
マーク（TOPIX Small）との比較、シナリオ分析
などを行っています。今後、指標の対外的開示
や他の運用戦略への分析対象の拡大について
検討してまいります。

リスク管理

ポートフォリオのリスク管理においては、投資先
企業のGHG排出量や時系列予測を定期的に
モニタリングし、必要に応じて企業との対話に
活用します。またTCFDコンソーシアムにも参
画し、事業会社における状況や同業他社の取
組みを把握して、エンゲージメントのスキル向上
に努めています。当社では、運用部門に限らず
全社員が気候関連に関する理解を深めること
が重要との考えから、今後社員を対象とした
TCFD研修の実施を予定しています。

マーケティング部

片山 さゆり

プロダクトガバナンスの強化 1

　当社における運用体制の実態が機関投資家の皆様
のみならず、個人投資家の皆様にも理解されるよう

運用体制の透明性確保2

1

顧客利益最優先の実効性あるプロダクト
ガバナンス体制の確立 

① 運用状況のモニタリング
② 適正なコスト水準の設定と検証

2

顧客利益最優先の商品組成と償還等の検討
3

その他商品組成・提供・管理（プロダクト
ガバナンス）に関する事項

4

販売用資料

2023年7月

いちよしSDGs中小型株ファンド<追加型投信/国内/株式>

SDGsディスクロージャー・レポート

●設定・運用は

商 号 等 ： いちよしアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第426号

加 入 協 会 ： 一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会

日本株市場の時価総額規模別の銘柄数分布

日本の上場企業の約9割を占める3,000社以上の中小型企業の中から、
地道な調査活動によりSDGs銘柄を発掘します。

当ファンドの運用体制

この資料の最終ページにお客様にご確認いただきたいご留意事項を記載しております。必ずご確認ください。
5

※ 2023年6月末現在
※ 左図の分類は一般的な中小型株の考え方について説明する

ためのものです。
当社のファンドが実際に投資する銘柄群には、一部左図
「中型株・小型株」の分類から外れるものもあります。

(出所)Bloombergデータより、いちよしアセットマネジメント作成。

いちよしアセットマネジメントとESG/SDGs

当ファンドの主な投資対象

※ 中小型企業のリサーチに強みを持ついちよし経済研究所の非財務情報に関する評価も踏まえ銘柄を選定します。

運用部
（ファンドマネジャー）

エンゲージメント
推進部

投資先企業

建設的な対話
（定量評価主体）

サステナブル投資に係る
情報収集・分析結果の提供

建設的な対話
（定性評価主体）

エンゲージメント推進部

ESGアナリスト

高橋 佑輔（たかはし ゆうすけ）

国内証券会社を経て2018年いちよしアセット
マネジメント入社。運用部にて企業調査および運
用業務に従事した後、2019年10月よりエン
ゲージメント推進部へ異動。現職に至る。ESG・
SDGs調査業務を担当。

運用部運用課

シニアファンドマネジャー

大川 恒（おおかわ ひさし）

国内証券会社を経て2014年いちよしアセット
マネジメント入社。運用企画部にて商品企画業
務に従事した後、2016年4月に運用部へ異動。
同年8月より運用業務を担う。国内中小型株ファ
ンドの運用を担当。

大型株
（時価総額3,000億円以上）

10.0%（392銘柄）

中型株
（時価総額1,000～3,000億円）

9.9％（388銘柄）

小型株
（時価総額1,000億円未満）

80.1%（3,141銘柄）

愛称

あすなろ
発行日：202３年8月1日

1

※ 当資料はいちよしアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。当ファンドのお申し込みにあたっては、販売会社より
投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身でご判断下さい。

※ 当資料は作成時点の情報であり、将来の運用成果等を保証するものではなく、変更となる場合もあります。

有望な中小型銘柄の発掘と投資ユニバースの充実などを目的に、
担当ファンドマネージャーを１名から2名体制に変更します。

強化ポイント① 「ファンドマネージャー２名体制へ」

日頃は、「いちよし中小型成長株ファンド（愛称 あすなろ）」をご愛顧賜り、誠にありがとうございます。

当ファンドは、2016年6月の設定来一貫して、中小型成長株の発掘で高い実績を持つ「いちよし経済研

究所」のリサーチ力を活用しながら、ボトムアップ・リサーチにより最適なポートフォリオの構築に努め、信

託財産の中長期的な成長を目指して積極的な運用を行って参りました。

この度、運用体制を更に強化するため、経験豊富なファンドマネージャーの配置と投資銘柄の拡充を実

施することといたしました。以下、強化ポイントについてご説明いたします。

「あすなろ」の新しい運用体制について

※なお、今回の「運用体制の強化」は、当ファンドの従来の「運用の基本方針」を変更するものではありません。

ポイント①

➤新体制では経験豊富なファンドマネージャー1名を増員し、様々な市場環境

の変化に柔軟に対応しつつ、当ファンドのパフォーマンス向上に取り組みます。

販売用資料 愛称

あすなろ
発行日：202３年8月1日

2

※ 当資料はいちよしアセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。当ファンドのお申し込みにあたっては、販売会社より
投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、お客様ご自身でご判断下さい。

※ 当資料は作成時点の情報であり、将来の運用成果等を保証するものではなく、変更となる場合もあります。

いちよし経済研究所からの助言銘柄を重視しつつ、
投資環境の変化や流動性リスクへの対応等を、より柔軟に行うために

いちよしアセットマネジメントの投資ユニバース拡充を図ります。

強化ポイント② 「投資銘柄の拡充」

ポイント②

ファンドマネージャー

三上 健平（当ファンド設定時より運用を担当）

ファンドマネージャー

葛原 健吾（新たに当ファンドの運用を担当）

ファンドマネージャーのご紹介

※なお、今回の「運用体制の強化」は、当ファンドの従来の「運用の基本方針」を変更するものではありません。

国内生命保険会社にてファン
ドマネージャーを務めた後、
2000年８月「いちよし投資
顧問（現いちよしアセットマネ
ジメント）」に入社。
現在、運用部長として日本の
中小型株式の調査・運用に携
わる。運用経験年数が約27
年に上る経験豊富なファンド
マネージャー。

国内運用会社にてファンドマ
ネージャーを務めた後、
2022年6月「いちよしアセッ
トマネジメント」に入社。現在、
運用部シニアファンドマネー
ジャーとして日本の中小型株
式の調査・運用に携わる。運
用経験年数は約15年。前職
では数々のアワードを受賞す
るなど高い運用実績を持つ。

販売用資料

＊「SDGｓディスクロージャー・レポート」はファンドの商品
性や運用プロセス、運用体制を投資家の皆様にご紹介
するものです。

＊「いちよし中小型成長株ファンド（愛称：あすなろ）」は国
内の中小型株に投資する当社の主力商品の一つです。
2023年8月に運用体制を強化した際には、その詳細を
記載した臨時レポートを発行しました。

この印刷物は、適切に管理されたFSC®（Forest Stewardship Council®：森林管理
協議会）認証林、再生資源およびその他の管理された供給源からの原材料で作られ
ています。また大豆やヤシなど再生産可能な植物由来の油を原料とする「ベジタブル
インキ」の使用など、環境負荷低減に向けた取組みを行っています。テキストは、
視認性と可読性に優れた「ユニバーサルデザイン（UD）フォント」を採用しています。

「顔の見える」運用や運用戦略に関する情報の充実
を図るなど、自主的な情報開示を進めています。
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「SDGs＋中小型株」という特色あるファンド

　当社が設定・運用している「いちよしSDGs中小型
株ファンド」は、2020年8月に個人投資家向けの
公募投信として設定されました。国内の中小型株
ファンドの中でも、SDGsを企業評価基準とするこ

とを標榜する数少ない
ファンドだと認識してい
ます。
　 当ファンドはSDGs
の17の目標に対し、事
業面で貢献し成長が期
待できる中小型企業が
投資対象です。SDGs
関 連 投 資が 浸 透する
中、大型株にSDGsプ
レミアムが加味されて

いる一方、中小型株には十分に波及しておらず、株
価と適切な企業価値との間に乖離が見られます。ま
た中小型株は銘柄数で日本株全体の約９割のシェア
を占めていることから、SDGsに貢献できる企業を
発掘できる機会は大型株より圧倒的に多いと思われ
ます。そこで当社では、長年の実績があるボトムアッ
プ・リサーチによる企業調査をベースに中小型企業
のSDGsへの取組みや事業機会を発見することで、
当該企業が評価される前に投資機会を得られると

考え、当ファンドを設定しました。中小型株を対象に
SDGsという観点を用いることでSDGs投資の裾
野・選択肢を広げることは、社会的に重要で意義の
あることだと自負しています。

売上・利益ベースでSＤＧｓ達成に貢献できるか

　銘柄を選定する際は、その企業がSDGsに関連
する事業の売上・利益ベースでどれだけ将来の
SDGs達成に貢献できるかを第一に重視しています。
運用に当たっては、特定のマーケットリスクを過度に
取らないように、ポートフォリオのバランスを調整して
います。また当ファンドは当社のエンゲージメント推
進部のESGアナリストによるリサーチに加え、国内
随一の中小型株式の調査機関である「いちよし経済
研究所」のリサーチ力を投資助言というかたちで活
用しています。
　SDGｓは今、環境や貧困といったわかりやすい
テーマにフォーカスしているように思います。しかし
持続可能な社会の実現というのは、もっと広い概念
です。たとえ今気づいていなくても、何年後かに急に
注目されるテーマが出てくるかもしれません。より多
くの視点からSDGsへの貢献による事業機会やそれ
ができる企業をいち早く見つけるべく、SDGｓの考え
方をもっと深く学ぶと同時に、リサーチをさらに強化
していきたいと思っています。

「いちよしSDGs中小型株ファンド」は、
SDGs投資の選択肢が広がる
意義のあるファンドだと自負しています。

運用部運用課
シニアファンドマネージャー

大川 恒

次世代を担う学生に
中小型企業ビジネスの理解を促す

　当社は、学校法人国際基督教大学（ICU）教養学部の金子拓也
上級准教授とのコラボレーションにより、2022年度から同校にて
出張講義を実施しています。本講義は当社および当社の主な投資
対象である中小型企業のトップマネジメントの方が登壇し、ビジ
ネスの現場で起きていることや自社のサステナビリティの取組み
について、次世代を担う学生の理解促進を目的に行われています。

社会貢献活動の一環として、
中小型企業のESG・SDGsへの取組みについて
ICUの学生に向けて紹介。

●設定・運用は●投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

商 号 等：いちよしアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第426号

加入協会：一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会

商 号 等：いちよし証券株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第24号

加入協会：日本証券業協会／一般社団法人日本投資顧問業協会

いちよしSDGs中小型株ファンド
追加型投信／国内／株式

お申込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめお渡ししますので、
必ず内容をご確認のうえお客様ご自身でご判断ください。

当ファンドは、マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国の株式への投資を行いますので、組入れた有価証券等の値動きにより
当ファンドの基準価額は大きく変動することがあります。
当ファンドは、元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により解約・償還金額が投資元本を下回り、損失を被る可能性があります。
運用により信託財産に生じた利益または損失は、すべて受益者に帰属します。当ファンドは、預貯金とは異なります。預金保険または保険契約者
保護機構の対象ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。

●わが国の金融商品取引所に上場されているSDGs（エスディージーズ：Sustainable Development Goals＝持続可能な開発目標）達成に
関連した事業を展開する中小型株式（上場予定を含む）の中から、ボトムアップ・リサーチ＊１を通じて、成長性が高く、株価水準が割安であると
判断される銘柄に投資します。

●中小型成長企業の調査に特化した、「株式会社いちよし経済研究所」のリサーチ力を活用します。
＊１ ボトムアップ・リサーチとは、個別企業の調査・分析に基づいて投資価値を判断し、投資銘柄を選定する方法をいいます。

ファンドの特色

ファンドのリスク

● 本書は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書です。
●   ファンドに関する金融商品取引法第15条第３項に規定する目論見書（以下「請求目論見書」といいます。）は

委託会社のホームページで閲覧、ダウンロードすることができます。また、本書には約款の主な内容が含まれ
ていますが、約款の全文は請求目論見書に掲載されています。

いちよしアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第426号

委託会社＜ファンドの運用の指図を行う者＞
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
受託会社＜ファンドの財産の保管および管理を行う者＞

電話番号：03-6670-6711
（受付時間：委託会社の営業日の午前９時～午後５時まで）

いちよしアセットマネジメント照会先

ホームページ：https://www.ichiyoshiam.jp/
検 索いちよしアセットマネジメント

投資信託説明書（交付目論見書）
2023年5月23日

ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。

010_3936322592305.indd   2 2023/04/05   10:30:52

＊当ファンドのリスク・手数料等に
ついてはP.18～19をご覧ください。

Initiatives for Investment Education 投資教育への取組みIntroduction of SDGs Fund SDGsファンドのご紹介

回数 会社名

第1回

内容

同社は、社会問題や付随する企業課題を新たなビジネスで解決するソーシャル
ビジネスを推進する企業です。中でも、公益と高い企業成長を両立させる障がい
者雇用支援事業や広域行政BPOサービス等に注目が集まっています。
登壇いただいた同社取締役荒井直氏からは、障がい者雇用の現状や事業の紹介
に加え、「投資家から選ばれるには短期的な利益の追求ではなく、長期的な会社
の成長と本質的な社会的課題への対応が必要」との見方が示されました。

株式会社エスプール

第3回

同社は、世界的な歯科医療機器メーカーです。昨今「健康寿命」を延伸するには
歯の健康維持が重要と考えられており、同社は先端歯科医療機器の開発・販売
を通じて大きく貢献しています。　
登壇いただいた同社執行役員鈴木大介氏からは、ご自身の経験や海外との
コミュニケーションにおける工夫を紹介しながら仕事の魅力を語っていただいた
ほか、同社がグローバルでNo.1になれた戦略も紹介いただきました。

株式会社ナカニシ

第4回

同社の取締役荒井直氏が登壇され、障がい者雇用支援という独自のビジネス
モデルについて紹介いただきました。
荒井氏は「企業経営においては『何をするのか』ではなく、『何故それをするのか』
という視点が重要である」とし、障がい者雇用支援事業の社会的意義について
語っていただきました。

株式会社エスプール
（2回目）

第2回

同社は合成皮革メーカーです。昨今、生態系維持のため本革使用を回避する傾向
が強まる中、同社の高い品質が注目されています。
登壇いただいた同社社長吉村昇氏からは、「当社のアニマルフリーでラグジュアリー
なレザー製品は、社会全体のサステナビリティに貢献できる」との見方が示されまし
た。グループ傘下に日系・米系の会社を持つ背景から、グローバルな視点から見た
日系企業の特徴や異文化コミュニケーションのあり方についても解説されました。

ウルトラファブリックス・
ホールディングス
株式会社

過去の講義内容

＊上記の企業紹介はソーシャルビジネスを展開する企業についてご理解いただくことを目的としたものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。
また、当社ファンドへの組入れを保証するものではありません。



S
D
Gs
フ
ァ
ン
ド
の
ご
紹
介

STEWARDSHIP REPORT 2023-2024Ichiyoshi Asset Management 12 STEWARDSHIP REPORT 2023-2024Ichiyoshi Asset Management 13

「SDGs＋中小型株」という特色あるファンド

　当社が設定・運用している「いちよしSDGs中小型
株ファンド」は、2020年8月に個人投資家向けの
公募投信として設定されました。国内の中小型株
ファンドの中でも、SDGsを企業評価基準とするこ

とを標榜する数少ない
ファンドだと認識してい
ます。
　 当ファンドはSDGs
の17の目標に対し、事
業面で貢献し成長が期
待できる中小型企業が
投資対象です。SDGs
関 連 投 資が 浸 透する
中、大型株にSDGsプ
レミアムが加味されて

いる一方、中小型株には十分に波及しておらず、株
価と適切な企業価値との間に乖離が見られます。ま
た中小型株は銘柄数で日本株全体の約９割のシェア
を占めていることから、SDGsに貢献できる企業を
発掘できる機会は大型株より圧倒的に多いと思われ
ます。そこで当社では、長年の実績があるボトムアッ
プ・リサーチによる企業調査をベースに中小型企業
のSDGsへの取組みや事業機会を発見することで、
当該企業が評価される前に投資機会を得られると

考え、当ファンドを設定しました。中小型株を対象に
SDGsという観点を用いることでSDGs投資の裾
野・選択肢を広げることは、社会的に重要で意義の
あることだと自負しています。

売上・利益ベースでSＤＧｓ達成に貢献できるか

　銘柄を選定する際は、その企業がSDGsに関連
する事業の売上・利益ベースでどれだけ将来の
SDGs達成に貢献できるかを第一に重視しています。
運用に当たっては、特定のマーケットリスクを過度に
取らないように、ポートフォリオのバランスを調整して
います。また当ファンドは当社のエンゲージメント推
進部のESGアナリストによるリサーチに加え、国内
随一の中小型株式の調査機関である「いちよし経済
研究所」のリサーチ力を投資助言というかたちで活
用しています。
　SDGｓは今、環境や貧困といったわかりやすい
テーマにフォーカスしているように思います。しかし
持続可能な社会の実現というのは、もっと広い概念
です。たとえ今気づいていなくても、何年後かに急に
注目されるテーマが出てくるかもしれません。より多
くの視点からSDGsへの貢献による事業機会やそれ
ができる企業をいち早く見つけるべく、SDGｓの考え
方をもっと深く学ぶと同時に、リサーチをさらに強化
していきたいと思っています。

「いちよしSDGs中小型株ファンド」は、
SDGs投資の選択肢が広がる
意義のあるファンドだと自負しています。

運用部運用課
シニアファンドマネージャー

大川 恒

次世代を担う学生に
中小型企業ビジネスの理解を促す

　当社は、学校法人国際基督教大学（ICU）教養学部の金子拓也
上級准教授とのコラボレーションにより、2022年度から同校にて
出張講義を実施しています。本講義は当社および当社の主な投資
対象である中小型企業のトップマネジメントの方が登壇し、ビジ
ネスの現場で起きていることや自社のサステナビリティの取組み
について、次世代を担う学生の理解促進を目的に行われています。

社会貢献活動の一環として、
中小型企業のESG・SDGsへの取組みについて
ICUの学生に向けて紹介。

●設定・運用は●投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

商 号 等：いちよしアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第426号

加入協会：一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会

商 号 等：いちよし証券株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第24号

加入協会：日本証券業協会／一般社団法人日本投資顧問業協会

いちよしSDGs中小型株ファンド
追加型投信／国内／株式

お申込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめお渡ししますので、
必ず内容をご確認のうえお客様ご自身でご判断ください。

当ファンドは、マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国の株式への投資を行いますので、組入れた有価証券等の値動きにより
当ファンドの基準価額は大きく変動することがあります。
当ファンドは、元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により解約・償還金額が投資元本を下回り、損失を被る可能性があります。
運用により信託財産に生じた利益または損失は、すべて受益者に帰属します。当ファンドは、預貯金とは異なります。預金保険または保険契約者
保護機構の対象ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。

●わが国の金融商品取引所に上場されているSDGs（エスディージーズ：Sustainable Development Goals＝持続可能な開発目標）達成に
関連した事業を展開する中小型株式（上場予定を含む）の中から、ボトムアップ・リサーチ＊１を通じて、成長性が高く、株価水準が割安であると
判断される銘柄に投資します。

●中小型成長企業の調査に特化した、「株式会社いちよし経済研究所」のリサーチ力を活用します。
＊１ ボトムアップ・リサーチとは、個別企業の調査・分析に基づいて投資価値を判断し、投資銘柄を選定する方法をいいます。

ファンドの特色

ファンドのリスク

● 本書は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書です。
●   ファンドに関する金融商品取引法第15条第３項に規定する目論見書（以下「請求目論見書」といいます。）は

委託会社のホームページで閲覧、ダウンロードすることができます。また、本書には約款の主な内容が含まれ
ていますが、約款の全文は請求目論見書に掲載されています。

いちよしアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第426号

委託会社＜ファンドの運用の指図を行う者＞
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
受託会社＜ファンドの財産の保管および管理を行う者＞

電話番号：03-6670-6711
（受付時間：委託会社の営業日の午前９時～午後５時まで）

いちよしアセットマネジメント照会先

ホームページ：https://www.ichiyoshiam.jp/
検 索いちよしアセットマネジメント

投資信託説明書（交付目論見書）
2023年5月23日

ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。

010_3936322592305.indd   2 2023/04/05   10:30:52

＊当ファンドのリスク・手数料等に
ついてはP.18～19をご覧ください。

Initiatives for Investment Education 投資教育への取組みIntroduction of SDGs Fund SDGsファンドのご紹介

回数 会社名

第1回

内容

同社は、社会問題や付随する企業課題を新たなビジネスで解決するソーシャル
ビジネスを推進する企業です。中でも、公益と高い企業成長を両立させる障がい
者雇用支援事業や広域行政BPOサービス等に注目が集まっています。
登壇いただいた同社取締役荒井直氏からは、障がい者雇用の現状や事業の紹介
に加え、「投資家から選ばれるには短期的な利益の追求ではなく、長期的な会社
の成長と本質的な社会的課題への対応が必要」との見方が示されました。

株式会社エスプール

第3回

同社は、世界的な歯科医療機器メーカーです。昨今「健康寿命」を延伸するには
歯の健康維持が重要と考えられており、同社は先端歯科医療機器の開発・販売
を通じて大きく貢献しています。　
登壇いただいた同社執行役員鈴木大介氏からは、ご自身の経験や海外との
コミュニケーションにおける工夫を紹介しながら仕事の魅力を語っていただいた
ほか、同社がグローバルでNo.1になれた戦略も紹介いただきました。

株式会社ナカニシ

第4回

同社の取締役荒井直氏が登壇され、障がい者雇用支援という独自のビジネス
モデルについて紹介いただきました。
荒井氏は「企業経営においては『何をするのか』ではなく、『何故それをするのか』
という視点が重要である」とし、障がい者雇用支援事業の社会的意義について
語っていただきました。

株式会社エスプール
（2回目）

第2回

同社は合成皮革メーカーです。昨今、生態系維持のため本革使用を回避する傾向
が強まる中、同社の高い品質が注目されています。
登壇いただいた同社社長吉村昇氏からは、「当社のアニマルフリーでラグジュアリー
なレザー製品は、社会全体のサステナビリティに貢献できる」との見方が示されまし
た。グループ傘下に日系・米系の会社を持つ背景から、グローバルな視点から見た
日系企業の特徴や異文化コミュニケーションのあり方についても解説されました。

ウルトラファブリックス・
ホールディングス
株式会社

過去の講義内容

＊上記の企業紹介はソーシャルビジネスを展開する企業についてご理解いただくことを目的としたものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。
また、当社ファンドへの組入れを保証するものではありません。
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社内エンゲージメント活動の推進

　当社では投資先企業に対するエンゲージメント活
動はもちろんのこと、社内へのエンゲージメント活動
も重要と考え、様々な施策に取組んでいます。若手
と女性社員を中心に構成する「サステナビリティ推進
委員会」では、ウェルビーイングと企業価値向上に取
組んでおり、働きやすい社内環境の整備など、委員
会メンバーからのボトムアップ型の提案を積極的に
取り入れています。また、自然災害の被災地への寄
付や社員が持ち寄った古本を活用した寄付など、社
会貢献活動にも取組んでいます。
　社員が幸せに長く働き続けるためには、社員の健
康支援も重要なテーマです。サステナビリティ推進
委員会からの働き掛けで、2022年度に続き2023
年度もオンライン上で競う企業対抗のランニング＆
ウォーキング大会に参加しました。１位のシニア社員
は１ヵ月で62万歩を走破しました。
　当社では、SDGsに取組む企業に投資する「いち
よしSDGs中小型株ファンド」を設定しています。
2023年度には、会社としてTCFDへの賛同表明を
したほか、TCFDコンソーシアムにも加盟しました。
当社としても社内会議資料などのペーパーレス化を
推進し、コスト削減と環境負荷の低減を推進してい
ます。

当社は、責任ある機関投資家としてのスチュワードシップ責任を果たすべく、TCFDをはじめと
するイニシアティブに賛同・参画し投資先企業の価値向上に向けた取組みを進めています。また、
社内におけるエンゲージメント活動の一環として、社員の健康支援にも積極的に取組んでいます。

社員一人ひとりとの対話を重視

　当社では、企業価値は一人ひとりの社員から生み
出されると考えています。そのため、社長・担当役員
による全社員との「1on1」ミーティングを年に複数
回実施しています。また、次世代のリーダーとなる社
員の価値を引き出すことを目的に、2022年度に若
手・女性に対する１年間のリーダー研修を実施しまし
た。2023年度もフォロー研修を実施中です。
　日本政府は「骨太の方針2023」において、「人へ
の投資」を強く打ち出しています。当社も、社内会議
である「人財開発会議」や「人財ステアリングコミッ
ティ」を通じて、公正公平な評価による社員のモチ
ベーション向上に努めるとともに、無形資産の一つ
である人財への投資を通じた企業価値向上に取組
んでまいります。

執行役員
山田 貴好

積極的な対話と人財投資により、
社員の付加価値を向上させ、
資産運用会社としての
企業価値を高めます。

女性が働きやすい職場環境を実現 ―― 子育て社員の声 ――

TCFD提言への賛同

総務経理部 奥山 みの梨 業務管理部 大家 佳奈
社員としてサステナビリティやウェルビー
イングを重視した経営がなされていること
にとても共感しています。また、会社として
定時退社を推奨しているため、子育てを理由
とした時短勤務取得中でも他の社員との大
きな差がなく、ワークライフバランスを保ち
ながら子育て中であっても変わらずやりが
いを持って働くことができています。

ここ数年でダイバーシティを意識した経営
にシフトした影響もあり、子育て中であって
も心理的にも物理的にも働きやすい職場
環境だと感じています。社内に子育て中の
社員を応援する雰囲気があり、子どもの急
な発熱などがあった場合も気にせず対応で
きるので、出産後も当たり前に働き続ける
ことができています。

やまだ きよし：1981年朝日生命保険入社。保険金部長、検査
部長などを経て2014年朝日火災海上保険に執行役員として入社。
取締役、常務取締役を経て2017年に総合企画、人事総務、経理
担当の専務取締役に就任。2020年当社入社、現職。

サステナビリティ推進委員会

社
内
に
お
け
る

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
活
動

In-house Engagement Activities 社内におけるエンゲージメント活動 Participation to Initiatives 賛同・参画実績

イニシアティブへの賛同・参画実績

金融安定理事会（FSB）が2015年12月に設立した民間主
導のタスクフォースで、企業などに対して気候変動関連リス
クおよび機会に関する項目について情報開示することを推
奨しています。当社は2023年7月に賛同を表明しました。

TCFDコンソーシアムへの加盟

TCFD提言に賛同する企業や金融機関などが、企業の効
果的な情報開示のあり方や、開示された情報を金融機関
などの適切な投資判断につなげるための取組みについて
議論することを目的に設立された組織です。当社は2023
年8月に加盟しました。

健康優良企業 「銀の認定」を取得

健康優良企業を目指して企業全体で健康づくりに取組む
ことを宣言し、一定の成果を上げた企業を「健康優良企業」
として認定する制度です。当社は、2021年12月に健康保
険組合連合会東京連合会から健康優良企業「銀の認定」
を取得しました。健銀第1839号

※詳細についてはP10をご覧ください。
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社員を応援する雰囲気があり、子どもの急
な発熱などがあった場合も気にせず対応で
きるので、出産後も当たり前に働き続ける
ことができています。

やまだ きよし：1981年朝日生命保険入社。保険金部長、検査
部長などを経て2014年朝日火災海上保険に執行役員として入社。
取締役、常務取締役を経て2017年に総合企画、人事総務、経理
担当の専務取締役に就任。2020年当社入社、現職。

サステナビリティ推進委員会
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In-house Engagement Activities 社内におけるエンゲージメント活動 Participation to Initiatives 賛同・参画実績

イニシアティブへの賛同・参画実績

金融安定理事会（FSB）が2015年12月に設立した民間主
導のタスクフォースで、企業などに対して気候変動関連リス
クおよび機会に関する項目について情報開示することを推
奨しています。当社は2023年7月に賛同を表明しました。

TCFDコンソーシアムへの加盟

TCFD提言に賛同する企業や金融機関などが、企業の効
果的な情報開示のあり方や、開示された情報を金融機関
などの適切な投資判断につなげるための取組みについて
議論することを目的に設立された組織です。当社は2023
年8月に加盟しました。

健康優良企業 「銀の認定」を取得

健康優良企業を目指して企業全体で健康づくりに取組む
ことを宣言し、一定の成果を上げた企業を「健康優良企業」
として認定する制度です。当社は、2021年12月に健康保
険組合連合会東京連合会から健康優良企業「銀の認定」
を取得しました。健銀第1839号

※詳細についてはP10をご覧ください。
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機関投資家は、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」を通じて、投資先企業と認識の共有を図るとともに、問題の
改善に努めるべきである。
当社は、投資先企業と「認識の共有」を図るためには、投資先企業の経営や事業に対する深い理解が重要であり、ボトム
アップ・リサーチを通じた建設的な対話（エンゲージメント）を重視していくことが必要であると認識しております。
運用担当者は不断の研鑽に努め、投資先企業の企業価値向上、持続的成長につながるよう、投資先企業の経営課題について
対話を行い、投資先企業と「認識の共有」を図ります。
サステナビリティを巡る課題に関する対話に当たっては、運用戦略と整合的で、中長期的な企業価値の向上や企業の持続
的成長に結びつく対話が重要であると考えます。
また投資先企業の未公表の重要事実については、対話の中でこれに触れないことを対話の開始時に企業側に伝え、仮に重要
事実が開示された場合には速やかに公表するよう求めます。加えて当該情報は社内規程に従って厳重に管理いたします。

機関投資家は、議決権の行使と行使結果の公表について明確な方針を持つとともに、議決権行使の方針については、単に
形式的な判断基準にとどまるのではなく、投資先企業の持続的成長に資するものとなるよう工夫すべきである。
議決権の行使は、投資先企業のコーポレート・ガバナンス強化への重要な手段の一つであり、同時に中長期的観点からお客様・
受益者の利益に寄与するとの考え方のもと、「議決権等行使に関する基本方針」を設け、中立・公平な議決権行使を徹底する
よう努めております。
原則として当社は、議決権行使が可能な株式すべてについて、議決権を行使しています。

「議決権等行使に関する基本方針」は、投資先企業の持続的な成長に資すると判断される場合には適宜見直しを図り、議決権行使
結果とともにホームページに公表いたします。当社は、議決権行使結果に関して個別の投資先企業および議案ごとに公表します。
利益相反が疑われる事案や議決権行使の方針に照らして、説明を要する判断を行った議案等、投資先企業との建設的な
対話（エンゲージメント）に資する観点から重要と判断される議案については、賛否を問わず、その理由を公表します。
議決権等行使に関する基本方針（https://www.ichiyoshiam.jp/voting）

機関投資家は、投資先企業の持続的成長に資するよう、投資先企業やその事業環境等に関する深い理解のほか運用戦略に
応じたサステナビリティの考慮に基づき、当該企業との対話やスチュワードシップ活動に伴う判断を適切に行うための実力
を備えるべきである。
投資先企業が持続的な成長を図り、企業価値の増大に資するためには、投資先企業の事業環境等に関する理解や運用戦略
に応じたサステナビリティの考慮に基づく建設的な対話（エンゲージメント）を通じ「中長期にわたる良好な関係」構築が重要
であると考えております。
当社は、スチュワードシップ責任を果たすための十分な対話や判断を適切に行うことができるよう体制整備を進めてまいります。
運用担当者は、このようなプロセスの重要性を常に意識し継続して実践してまいります。こうした活動を通じて、運用担当者
は、投資先企業との深い相互理解と、対話や判断を適切に行うための実力を常に向上させるべく研鑽を図ってまいります。
当社は、これらの持続的なガバナンス体制・利益相反管理、スチュワードシップ活動等の改善に向けて、本コードの各原則

（指針を含む）の実施状況に関し、定期的に自己評価を行い、その結果を投資先企業との対話を含むスチュワードシップ活動
の結果と合わせて公表します。当社の経営陣は、自己評価等の結果を踏まえ、スチュワードシップ活動がより適切なものと
するための組織構築、人材育成を推進していきます。

機関投資家は、議決権の行使も含め、スチュワードシップ責任をどのように果たしているのかについて、原則として、顧客・
受益者に対して定期的に報告を行うべきである。
当社は、当社の「スチュワードシップ責任方針」（原則１）をホームページに常時掲載し、スチュワードシップ活動の状況および

「議決権等行使に関する基本方針」に沿った議決権行使結果を、定期的にホームページで報告いたします。
日本版スチュワードシップ・コードと当社の取組み（https://www.ichiyoshiam.jp/stewardship）
スチュワードシップ活動の概況と自己評価の結果（https://img.ichiyoshi.co.jp/am/sp/pdf/STUW_20230125_2.pdf）

機関投資家は、投資先企業の持続的成長に向けてスチュワードシップ責任を適切に果たすため、当該企業の状況を的確に
把握すべきである。
当社の運用担当者は、中長期に投資する価値があると認められる企業を見出すため、徹底したボトムアップ・リサーチにより
投資ユニバース銘柄を選定していきます。
ボトムアップ・リサーチの一環として、運用戦略に応じたサステナビリティの考慮に基づく企業との建設的な対話（エンゲージメント）
を積極的に行うことで、企業戦略、業績、資本構造、環境・社会・企業統治（ESG）、事業におけるリスク・収益機会およびそう
したリスク・収益機会への対応等、非財務面をも含む様々な事項に着目したリサーチ活動を行い、課題の把握に努めます。当社は、2017年５月に改訂された「責任ある機関投資家」の諸原則《日本版スチュワードシップ・コード》の趣旨に賛同し、

これを受入れることを2017年６月に表明いたしました。
また2020年3月の日本版スチュワードシップ・コードの再改訂の受入れを表明するとともに、当社の取組方針を改訂いたしました。

「責任ある機関投資家」としての取組みについて

機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たすための明確な方針を策定し、これを公表すべきである。
当社は、お客様・受益者から委託された運用資産のパフォーマンスを可能な限り向上させることが、受託者としての重要な責務
であり、それを実現するためにも投資先企業の状況やその事業環境等を的確に把握し、本コードにおける運用戦略に応じた
サステナビリティ＊1の考慮に基づく建設的な対話（エンゲージメント）を通じて、企業が付加価値を高め持続的に成長できる
よう、可能な範囲で適切なサポートを行う努力が必要と考えております。その上で、受託者責任を全うしながら、お客様・受益
者の中長期的なリターンの向上に努めることが当社のスチュワードシップ責任であると認識しています。
以上を踏まえ、次に掲げる「スチュワードシップ責任方針」をもって当該責任を果たしてまいります。
＊1 ESG－環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）に関する要素を含む中長期的な持続可能性。

原則１

原則2

原則6

原則5

原則4

原則3

原則7

機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たす上で管理すべき利益相反について、明確な方針を策定し、これを公表
すべきである。
当社は、お客様・受益者から委託された資産の運用に関して、想定される利益相反の可能性を把握し、適切に管理することが
重要と認識しています。 そこで当社は、「利益相反管理方針」を定め、その概要を当社のホームページに公表しています。
上記の管理方針に基づき、以下に掲げる主たる利益相反取引事例について適切に管理し、お客様・受益者の最善の利益
を図ります。

「スチュワードシップ責任方針」
■ 当社の投資哲学に掲げる、徹底したボトムアップ・リサーチを行う中で、投資先企業の財務情報に加え、運用戦略に応じた

サステナビリティの考慮に基づく建設的な対話（エンゲージメント）などを通じて、投資価値を判断するとともに、企業
価値の向上やその持続的成長に資すると考えられる提言や問題提起を積極的に行っていく。

■ 将来的に企業価値の向上が期待できる投資対象の売買の判断は、運用方針で許される限り、短期ではなく中長期の
スタンスで行うよう努める。

■ 当社は、お客様・受益者の利益を最優先に業務を遂行しております。当社が所属するいちよし証券グループとお客様・
受益者との利益相反の発生を回避するため、グループ会社が発行する有価証券には投資いたしません。

■ いちよし証券株式会社が主幹事を務める新規公開株式の取得には、自主規制機関のルールに従いお客様から事前の
包括同意を頂き、株式取得後の報告を励行いたします。

■ お客様と他のお客様の利益相反発生のリスクを軽減するため、お客様である年金基金等（ファンド）の投資運用において
は、当該ファンドの主なスポンサー企業の株式等には投資いたしません。

■ ファンド間の利益相反管理として、内部管理部門によるデイリーのモニタリングを実施し、不公正な売買等につなが
らないよう努めます。

■ 議決権の行使については、「議決権等行使に関する基本方針」に基づき、所定の判断基準（助言機関からの情報を含め）
に従った中立・公平な行使を徹底いたします。また、グループ会社の顧客企業の議決権等行使を、グループ会社からの
依頼等により判断基準に反して行うこと等は、社内規程で明確に禁止しています。

■ また、当社は、お客様・受益者の利益の確保や利益相反取引の管理のために、以下のガバナンス体制を整備しています。
①議決権行使の原案作成は、運用部門から独立したコンプライアンス部が担当し、内部牽制を図っています。
②利益相反取引の協議機関としてリスク管理委員会を設置しています。
③コンプライアンス部は、利益相反管理の状況に関する報告・調査結果、モニタリングの結果等を踏まえ、利益相反

管理態勢の実効性を定期的に点検しています。点検結果については、リスク管理委員会に報告します。
④議決権行使等の結果については取締役会に報告し、ガバナンス体制強化を図っています。
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機関投資家は、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」を通じて、投資先企業と認識の共有を図るとともに、問題の
改善に努めるべきである。
当社は、投資先企業と「認識の共有」を図るためには、投資先企業の経営や事業に対する深い理解が重要であり、ボトム
アップ・リサーチを通じた建設的な対話（エンゲージメント）を重視していくことが必要であると認識しております。
運用担当者は不断の研鑽に努め、投資先企業の企業価値向上、持続的成長につながるよう、投資先企業の経営課題について
対話を行い、投資先企業と「認識の共有」を図ります。
サステナビリティを巡る課題に関する対話に当たっては、運用戦略と整合的で、中長期的な企業価値の向上や企業の持続
的成長に結びつく対話が重要であると考えます。
また投資先企業の未公表の重要事実については、対話の中でこれに触れないことを対話の開始時に企業側に伝え、仮に重要
事実が開示された場合には速やかに公表するよう求めます。加えて当該情報は社内規程に従って厳重に管理いたします。

機関投資家は、議決権の行使と行使結果の公表について明確な方針を持つとともに、議決権行使の方針については、単に
形式的な判断基準にとどまるのではなく、投資先企業の持続的成長に資するものとなるよう工夫すべきである。
議決権の行使は、投資先企業のコーポレート・ガバナンス強化への重要な手段の一つであり、同時に中長期的観点からお客様・
受益者の利益に寄与するとの考え方のもと、「議決権等行使に関する基本方針」を設け、中立・公平な議決権行使を徹底する
よう努めております。
原則として当社は、議決権行使が可能な株式すべてについて、議決権を行使しています。

「議決権等行使に関する基本方針」は、投資先企業の持続的な成長に資すると判断される場合には適宜見直しを図り、議決権行使
結果とともにホームページに公表いたします。当社は、議決権行使結果に関して個別の投資先企業および議案ごとに公表します。
利益相反が疑われる事案や議決権行使の方針に照らして、説明を要する判断を行った議案等、投資先企業との建設的な
対話（エンゲージメント）に資する観点から重要と判断される議案については、賛否を問わず、その理由を公表します。
議決権等行使に関する基本方針（https://www.ichiyoshiam.jp/voting）

機関投資家は、投資先企業の持続的成長に資するよう、投資先企業やその事業環境等に関する深い理解のほか運用戦略に
応じたサステナビリティの考慮に基づき、当該企業との対話やスチュワードシップ活動に伴う判断を適切に行うための実力
を備えるべきである。
投資先企業が持続的な成長を図り、企業価値の増大に資するためには、投資先企業の事業環境等に関する理解や運用戦略
に応じたサステナビリティの考慮に基づく建設的な対話（エンゲージメント）を通じ「中長期にわたる良好な関係」構築が重要
であると考えております。
当社は、スチュワードシップ責任を果たすための十分な対話や判断を適切に行うことができるよう体制整備を進めてまいります。
運用担当者は、このようなプロセスの重要性を常に意識し継続して実践してまいります。こうした活動を通じて、運用担当者
は、投資先企業との深い相互理解と、対話や判断を適切に行うための実力を常に向上させるべく研鑽を図ってまいります。
当社は、これらの持続的なガバナンス体制・利益相反管理、スチュワードシップ活動等の改善に向けて、本コードの各原則

（指針を含む）の実施状況に関し、定期的に自己評価を行い、その結果を投資先企業との対話を含むスチュワードシップ活動
の結果と合わせて公表します。当社の経営陣は、自己評価等の結果を踏まえ、スチュワードシップ活動がより適切なものと
するための組織構築、人材育成を推進していきます。

機関投資家は、議決権の行使も含め、スチュワードシップ責任をどのように果たしているのかについて、原則として、顧客・
受益者に対して定期的に報告を行うべきである。
当社は、当社の「スチュワードシップ責任方針」（原則１）をホームページに常時掲載し、スチュワードシップ活動の状況および

「議決権等行使に関する基本方針」に沿った議決権行使結果を、定期的にホームページで報告いたします。
日本版スチュワードシップ・コードと当社の取組み（https://www.ichiyoshiam.jp/stewardship）
スチュワードシップ活動の概況と自己評価の結果（https://img.ichiyoshi.co.jp/am/sp/pdf/STUW_20230125_2.pdf）

機関投資家は、投資先企業の持続的成長に向けてスチュワードシップ責任を適切に果たすため、当該企業の状況を的確に
把握すべきである。
当社の運用担当者は、中長期に投資する価値があると認められる企業を見出すため、徹底したボトムアップ・リサーチにより
投資ユニバース銘柄を選定していきます。
ボトムアップ・リサーチの一環として、運用戦略に応じたサステナビリティの考慮に基づく企業との建設的な対話（エンゲージメント）
を積極的に行うことで、企業戦略、業績、資本構造、環境・社会・企業統治（ESG）、事業におけるリスク・収益機会およびそう
したリスク・収益機会への対応等、非財務面をも含む様々な事項に着目したリサーチ活動を行い、課題の把握に努めます。当社は、2017年５月に改訂された「責任ある機関投資家」の諸原則《日本版スチュワードシップ・コード》の趣旨に賛同し、

これを受入れることを2017年６月に表明いたしました。
また2020年3月の日本版スチュワードシップ・コードの再改訂の受入れを表明するとともに、当社の取組方針を改訂いたしました。

「責任ある機関投資家」としての取組みについて

機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たすための明確な方針を策定し、これを公表すべきである。
当社は、お客様・受益者から委託された運用資産のパフォーマンスを可能な限り向上させることが、受託者としての重要な責務
であり、それを実現するためにも投資先企業の状況やその事業環境等を的確に把握し、本コードにおける運用戦略に応じた
サステナビリティ＊1の考慮に基づく建設的な対話（エンゲージメント）を通じて、企業が付加価値を高め持続的に成長できる
よう、可能な範囲で適切なサポートを行う努力が必要と考えております。その上で、受託者責任を全うしながら、お客様・受益
者の中長期的なリターンの向上に努めることが当社のスチュワードシップ責任であると認識しています。
以上を踏まえ、次に掲げる「スチュワードシップ責任方針」をもって当該責任を果たしてまいります。
＊1 ESG－環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）に関する要素を含む中長期的な持続可能性。

原則１

原則2

原則6

原則5

原則4

原則3

原則7

機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たす上で管理すべき利益相反について、明確な方針を策定し、これを公表
すべきである。
当社は、お客様・受益者から委託された資産の運用に関して、想定される利益相反の可能性を把握し、適切に管理することが
重要と認識しています。 そこで当社は、「利益相反管理方針」を定め、その概要を当社のホームページに公表しています。
上記の管理方針に基づき、以下に掲げる主たる利益相反取引事例について適切に管理し、お客様・受益者の最善の利益
を図ります。

「スチュワードシップ責任方針」
■ 当社の投資哲学に掲げる、徹底したボトムアップ・リサーチを行う中で、投資先企業の財務情報に加え、運用戦略に応じた

サステナビリティの考慮に基づく建設的な対話（エンゲージメント）などを通じて、投資価値を判断するとともに、企業
価値の向上やその持続的成長に資すると考えられる提言や問題提起を積極的に行っていく。

■ 将来的に企業価値の向上が期待できる投資対象の売買の判断は、運用方針で許される限り、短期ではなく中長期の
スタンスで行うよう努める。

■ 当社は、お客様・受益者の利益を最優先に業務を遂行しております。当社が所属するいちよし証券グループとお客様・
受益者との利益相反の発生を回避するため、グループ会社が発行する有価証券には投資いたしません。

■ いちよし証券株式会社が主幹事を務める新規公開株式の取得には、自主規制機関のルールに従いお客様から事前の
包括同意を頂き、株式取得後の報告を励行いたします。

■ お客様と他のお客様の利益相反発生のリスクを軽減するため、お客様である年金基金等（ファンド）の投資運用において
は、当該ファンドの主なスポンサー企業の株式等には投資いたしません。

■ ファンド間の利益相反管理として、内部管理部門によるデイリーのモニタリングを実施し、不公正な売買等につなが
らないよう努めます。

■ 議決権の行使については、「議決権等行使に関する基本方針」に基づき、所定の判断基準（助言機関からの情報を含め）
に従った中立・公平な行使を徹底いたします。また、グループ会社の顧客企業の議決権等行使を、グループ会社からの
依頼等により判断基準に反して行うこと等は、社内規程で明確に禁止しています。

■ また、当社は、お客様・受益者の利益の確保や利益相反取引の管理のために、以下のガバナンス体制を整備しています。
①議決権行使の原案作成は、運用部門から独立したコンプライアンス部が担当し、内部牽制を図っています。
②利益相反取引の協議機関としてリスク管理委員会を設置しています。
③コンプライアンス部は、利益相反管理の状況に関する報告・調査結果、モニタリングの結果等を踏まえ、利益相反

管理態勢の実効性を定期的に点検しています。点検結果については、リスク管理委員会に報告します。
④議決権行使等の結果については取締役会に報告し、ガバナンス体制強化を図っています。
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当ファンドは、マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国の株式への投資を行いますので、組入れた有価
証券の値動きにより、当ファンドの基準価額は大きく変動することがあります。
したがって、当ファンドは、元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、解約・償還金額が投資元本を下回り、
損失を被る可能性があります。運用により信託財産に生じた利益または損失は、すべて受益者に帰属します。当ファンドは、
預貯金とは異なります。預金保険または保険契約者保護機構の対象ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入
された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。
※以下の事項は、マザーファンドのリスクも含まれます。

■ 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
■ 当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境

が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が
限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払
が遅延する可能性があります。

■ 収益分配金は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の利子・配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。したがって、収益分配金の水準は、必ずしも計算期間中におけるファンドの収益率を示すもの
ではありません。
受益者のファンドの購入価額によっては、収益分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払い戻しに相当する
場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
収益分配金は、ファンドの純資産から支払われますので、収益分配金の支払後の純資産は減少することとなり、基準価額
が下落する要因となります。計算期間中の運用収益以上に収益分配金の支払を行う場合、当期決算日の基準価額は前期
決算日と比較して下落することになります。

■ 当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象とするマザーファンドを投資対象
とする他のベビーファンドに追加設定・解約等に伴う資金変動等があり、その結果当該マザーファンドにおいて売買等が
生じた場合などには、当ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合があります。

株式の価格動向は、個々の企業の活動や、国内および国際的な政治・経済情勢の影響を受けます。
そのため、当ファンドの投資成果は、株式の価格変動があった場合、元本欠損を含む重大な損失が
生じる場合があります。

ファンドのリスクについて お申込みメモ

その他の留意点

価格変動リスク

販売会社が定める単位
※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

購入価額に対し3.3％（税抜3.0％）を上限として、販売会社が定める手数料に乗じた額です。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※購入時手数料は、商品および関連する投資環境の説明や情報提供など、ならびに購入に関する

事務コストの対価です。

購入単位

ファンドの費用

直接的にご負担いただく費用

購入時手数料

購入申込受付日の基準価額
※ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。購入価額

１口単位として販売会社が定める単位
※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。換金単位

ファンドの規模および商品性格などに基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、大口の
換金には受付時間制限および金額制限を行う場合があります。換金制限

年1回、毎決算時に、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。収益分配

委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情が
あるときは、購入・換金（解約）の申込みの受付を中止すること、および既に受付けた購入・換金

（解約）の申込みの受付を取消す場合があります。

購入･換金
申込受付の

中止および取消し

次のいずれかの場合等には、繰上償還することがあります。
■ ファンドの純資産総額が10億円を下回ることとなった場合
■ 繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき
■ やむを得ない事情が発生したとき

繰上償還

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度（NISA）の適用対象です。
※2024年1月1日以降は、一定の要件を満たした場合に新しいNISAの適用対象となります。

当ファンドはNISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象となる予定ですが、販売会社
により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※上記は、2023年8月末現在のものです。税法が改正された場合等には、変更される場合があります。
配当控除の適用があります。
益金不算入制度は適用されません。

課税関係

販売会社が定める期日までにお支払いください。購入代金

換金（解約）申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額換金価額
原則として換金（解約）申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。換金代金
午後3時までに販売会社が受け付けた分を当日のお申込み分とします。申込締切時間

原則として無期限（2020年8月21日設定）信託期間

毎年8月20日（休業日の場合は翌営業日）決算日

換金時の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額をご負担いただきます。信託財産留保額

ファンドの日々の純資産総額に年1.584％（税抜 年1.44％）の率を乗じて得た額とします。
運用管理費用(信託報酬)は、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合は
その翌営業日）および毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から支払われます。

間接的にご負担いただく費用

運用管理費用
（信託報酬）

監査費用、目論見書等の作成、印刷、交付費用および公告費用等の管理、運営にかかる費用、
組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、先物・オプション取引等に要する費用等が、
信託財産より支払われます。
※監査費用は、監査法人などに支払うファンドの監査に係る費用です。
※これらの費用等は、運用状況等により変動するため、料率、上限額等をあらかじめ表示することができません。

その他の
費用・手数料

当ファンドは、株式への投資を行うため、株式発行企業の信用リスクを伴います。株式発行企業の
経営・財務状況の悪化等に伴う株価の下落により、当ファンドの基準価額が下落し元本欠損が生じる
おそれがあります。発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金がほとんど回収でき
なくなることがあります。

株式の発行企業の
信用リスク

流動性リスクは、有価証券等を売却あるいは購入しようとする際に、買い需要がなく希望する時期に
希望する価格で売却することが不可能となることあるいは売り供給がなく希望する時期に希望する
価格で購入することが不可能となること等のリスクのことをいいます。市場規模や取引量が小さい
市場に投資する場合、また市場環境の急変等があった場合、流動性の状況によって期待される
価格で売買できないことがあり基準価額の変動要因となります。

流動性リスク

当ファンドは、投資対象銘柄においてESG ・SDGs との関連性を重視してポートフォリオの構築を
行うことから、ファンダメンタルズ評価とは異なる理由により投資対象銘柄の売買を行う場合
があります。そのため、株式市場全体の動きとファンドの基準価額の動きが大きく異なる場合が
あります。

ESG投資に
関するリスク

（ご注意） 以上は、基準価額の主な変動要因であり、変動要因はこれに限られるものではありません。

※上記、ファンド費用の合計額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

いちよしSDGｓ中小型株ファンド

■ お客様には以下の費用をご負担いただきます。
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当ファンドは、マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国の株式への投資を行いますので、組入れた有価
証券の値動きにより、当ファンドの基準価額は大きく変動することがあります。
したがって、当ファンドは、元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、解約・償還金額が投資元本を下回り、
損失を被る可能性があります。運用により信託財産に生じた利益または損失は、すべて受益者に帰属します。当ファンドは、
預貯金とは異なります。預金保険または保険契約者保護機構の対象ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入
された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。
※以下の事項は、マザーファンドのリスクも含まれます。

■ 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
■ 当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境

が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が
限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払
が遅延する可能性があります。

■ 収益分配金は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の利子・配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。したがって、収益分配金の水準は、必ずしも計算期間中におけるファンドの収益率を示すもの
ではありません。
受益者のファンドの購入価額によっては、収益分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払い戻しに相当する
場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
収益分配金は、ファンドの純資産から支払われますので、収益分配金の支払後の純資産は減少することとなり、基準価額
が下落する要因となります。計算期間中の運用収益以上に収益分配金の支払を行う場合、当期決算日の基準価額は前期
決算日と比較して下落することになります。

■ 当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象とするマザーファンドを投資対象
とする他のベビーファンドに追加設定・解約等に伴う資金変動等があり、その結果当該マザーファンドにおいて売買等が
生じた場合などには、当ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合があります。

株式の価格動向は、個々の企業の活動や、国内および国際的な政治・経済情勢の影響を受けます。
そのため、当ファンドの投資成果は、株式の価格変動があった場合、元本欠損を含む重大な損失が
生じる場合があります。

ファンドのリスクについて お申込みメモ

その他の留意点

価格変動リスク

販売会社が定める単位
※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

購入価額に対し3.3％（税抜3.0％）を上限として、販売会社が定める手数料に乗じた額です。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※購入時手数料は、商品および関連する投資環境の説明や情報提供など、ならびに購入に関する

事務コストの対価です。

購入単位

ファンドの費用

直接的にご負担いただく費用

購入時手数料

購入申込受付日の基準価額
※ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。購入価額

１口単位として販売会社が定める単位
※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。換金単位

ファンドの規模および商品性格などに基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、大口の
換金には受付時間制限および金額制限を行う場合があります。換金制限

年1回、毎決算時に、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。収益分配

委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情が
あるときは、購入・換金（解約）の申込みの受付を中止すること、および既に受付けた購入・換金

（解約）の申込みの受付を取消す場合があります。

購入･換金
申込受付の

中止および取消し

次のいずれかの場合等には、繰上償還することがあります。
■ ファンドの純資産総額が10億円を下回ることとなった場合
■ 繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき
■ やむを得ない事情が発生したとき

繰上償還

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度（NISA）の適用対象です。
※2024年1月1日以降は、一定の要件を満たした場合に新しいNISAの適用対象となります。

当ファンドはNISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象となる予定ですが、販売会社
により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※上記は、2023年8月末現在のものです。税法が改正された場合等には、変更される場合があります。
配当控除の適用があります。
益金不算入制度は適用されません。

課税関係

販売会社が定める期日までにお支払いください。購入代金

換金（解約）申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額換金価額
原則として換金（解約）申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。換金代金
午後3時までに販売会社が受け付けた分を当日のお申込み分とします。申込締切時間

原則として無期限（2020年8月21日設定）信託期間

毎年8月20日（休業日の場合は翌営業日）決算日

換金時の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額をご負担いただきます。信託財産留保額

ファンドの日々の純資産総額に年1.584％（税抜 年1.44％）の率を乗じて得た額とします。
運用管理費用(信託報酬)は、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合は
その翌営業日）および毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から支払われます。

間接的にご負担いただく費用

運用管理費用
（信託報酬）

監査費用、目論見書等の作成、印刷、交付費用および公告費用等の管理、運営にかかる費用、
組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、先物・オプション取引等に要する費用等が、
信託財産より支払われます。
※監査費用は、監査法人などに支払うファンドの監査に係る費用です。
※これらの費用等は、運用状況等により変動するため、料率、上限額等をあらかじめ表示することができません。

その他の
費用・手数料

当ファンドは、株式への投資を行うため、株式発行企業の信用リスクを伴います。株式発行企業の
経営・財務状況の悪化等に伴う株価の下落により、当ファンドの基準価額が下落し元本欠損が生じる
おそれがあります。発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金がほとんど回収でき
なくなることがあります。

株式の発行企業の
信用リスク

流動性リスクは、有価証券等を売却あるいは購入しようとする際に、買い需要がなく希望する時期に
希望する価格で売却することが不可能となることあるいは売り供給がなく希望する時期に希望する
価格で購入することが不可能となること等のリスクのことをいいます。市場規模や取引量が小さい
市場に投資する場合、また市場環境の急変等があった場合、流動性の状況によって期待される
価格で売買できないことがあり基準価額の変動要因となります。

流動性リスク

当ファンドは、投資対象銘柄においてESG ・SDGs との関連性を重視してポートフォリオの構築を
行うことから、ファンダメンタルズ評価とは異なる理由により投資対象銘柄の売買を行う場合
があります。そのため、株式市場全体の動きとファンドの基準価額の動きが大きく異なる場合が
あります。

ESG投資に
関するリスク

（ご注意） 以上は、基準価額の主な変動要因であり、変動要因はこれに限られるものではありません。

※上記、ファンド費用の合計額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

いちよしSDGｓ中小型株ファンド

■ お客様には以下の費用をご負担いただきます。
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